
当社は、 2019年7月31日付で三菱伸銅株式会社(以下「三菱伸銅社」という)との

間で締結した合併契約(以下「本合併契約書」という)に基づき、当社を吸収合併存続

会社、三菱伸銅社を吸収合併消滅会社とする吸収合併(以下「本合併」という)を行い

ましたので、会社法第801条第1項及び会社法施行規則第200条の規定に基づき、本書

面を備え置きます。

吸収合併に関する事後開示書面

1 本合併が効力を生じた日

2020年4月1日

東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

三菱マテリアル株式会

執行役社長小野直

2.消滅会社における会社法の規定による手続きの経過

D 会社法第784条の2(本合併をやめることの請求)

該当事項はありません。

2)会社法第785条(株式買取請求)

該当事項はありません。

)会社法第787条(新林予約権買取請求)

該当事項はありません。

)会社法789条 q責権者の異議)

消滅会社は、2呪0年2月7日付で官報公告及び電子公告を行いましたが、所

定の期間内に債権者からの異議申述はありませんでした。

2020年4月23日

3.当社における会社法の規定による手続きの経過

1)会社法第796条の 2 (本合併をやめることの請求)

本合併は、会社法第796条第2項本文に定める場合(簡易合併)に該当するこ

とから、当社の株主には本合併をやめることを請求する権利は認められておりま

せん。

2)会社法第797条(株式買取請求)

本合併は、会社法第796条第2項本文に定める場合(簡易合併)に該当するこ

とから、当社の株主には株式買取請求権は認められておりません。
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3)会社法第799条(債権者の異議)

当社は、2呪0年2月7日付で官報公告及び電子公告を行いましたが、所定の

期間内に債権者からの異議申述はありませんでした。

4.本合併により当社が消滅会社から承継した重要な権利義務に関する事項

本合併契約書に記載のとおり承継しました。

5 消滅会社において事前開示事項として備え置いた書面

別紙のとおり

6 本合併に係る変更の登記をした日

2020年4月20日

7 その他本合併に関する重要な事項

なし

以上



吸収合併に係る事前開示書面

(会社法第7認条第1項及び会社法施行規則第1認条に定める書面)

東京都千代田区丸の内三丁目4番1号

三菱伸銅株式会社

取締役社長堀和雅 (会社代表印)

当社は、2019年7月31日付けで、三菱マテリアル株式会社(以下「存続会社」といいます。)

との間で、当社を吸収合併消滅会社、存続会社を吸収合併存続会社とする吸収合併(以下「本

吸収合併」といいます。)に係る吸収合併契約を締結し、2呪0年2月7日付で、吸収合併契約

の内容その他法務省令で定める事項(以下「事前開示事項」といいます。)を記載した書面(以

下「原備置書面」といいます。)を作成の上、備え置きしております。

今般、原備置書面中の事前開示事項に一部変更が生じましたので、会社法第7認条第1項及

び会社法施行規則第1器条第1項第6号に基づき、変更後の事前開示事項を記載した書面を別

紙のとおり作成の上、備え置きいたします。(原備置書面に記載した事前開示事項から変更とな

つた箇所は、別紙中に下線で表示しております。)

0

2020年2月12日

0

以上



吸収合併契約の内容(会社法第7噐条第1項第1号)

別紙1のとおりです。

合併対価の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第1認条第1項第1号)

存続会社は当社の発行済株式の全部を所有していることから、本吸収合併に伴う金銭等

の交付は行われません。

合併対価について参考となるべき事項(会社法施行規則第1認条第1項第2号)

該当事項はありません。

4 吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第1朋条第1

項第3号)

該当事項はありません。

5. 存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容(会社法施行規則第1朋条第6項第1

号イ)

別紙2のとおりです。

別紙

存続会社において最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等がある

ときは、当該臨時計算書類等の内容(会社法施行規則第1認条第6項第1号口)

該当事項はありません。

存続会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規則第1認条第6

項第1号ハ)

1)存続会社は、 2019年4月25日開催の取締役会において、存続会社の連結子会社であ

る株式会社ダイヤメット及び株式会社ピーエムテクノに対する支援として、同年4月30

日を期限として設定している融資枠について、5月1日より増額の上、期限を延長する

ことを決議しました。5月1日における同社に対する融資の状況は以下のとおりです。

①株式会社ダイヤメット
融資枠 32,000 百万円(フ,800百万円増額)
期限 2020年3月31日まで
融資額器,150百万円



②株式会社ピーエムテクノ
融資枠 1,680百万円(金額の変更なし)

期限 2020年3月31日まで

融資額 1,200百万円

2)存続会社は、チリ北部のアタカマ地域に位置するMantoverde銅鉱山の事業会社である

Mantoverdes.A の株式の30%を、存続会社が合計263百万米ドルを拠出して増資引受に

より取得することを定めた株式引受契約を、 Ma川OSC0即erHoldingspA及びMant俳erde

S.A との間で、 2020年2月7日に締結しました。

3)存続会社は、宇部興産株式会社との間で、20器年4月を目途に両社のセメント事業及

びその関連事業等の統合を実施することに向けた具体的な協議・検討を開始することを

定めた基本合意書を2侃0年2月12日に締結しました。

当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規則第1認条第6項

第2号イ)

当社は、 2020年2月4日付で、完全子会社である Sambo shindo (Thai1肌d) CO. 1td の

株式全部を、簿価を上回る価格で2呪0年3月31日に第三者に譲渡する内容の株式売買契

約を締結しました。

0

吸収合併力劾力を生ずる日以後における存続会社の債務の履行の見込みに関する事項

(会社法施行規則第1認条第1項5号)

存続会社の2019年3月31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それ

ぞれ約 1兆2,697億円及び約8,058億円であり、資産の額が負債の額を十分に上回ってお

り、これは時価評価を行った場合も同様です。

また、当社の2019年3月31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、そ

れぞれ約 1,0器億円及び約62H意円であり、資産の額が負債の額を十分に上回っており、

これは時価評価を行った場合も同様です。

本吸収合併に伴い、存続会社は当社の資産及び負債の一切を承継しますので、効力発生

日以後においても、存続会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることとなります。

更に、今後の存続会社及び当社の収益状況等に鑑み、効力発生日以後に存続会社の債務

の履行に支障を来たすような事態の発生は、現在のところ認識または予測されておりませ

ハノ。

従って、効力発生日以後の存続会社の債務の履行については見込みがあるものと判断い

たします。

以上



吸収合併に係る事前開示書面

(会社法第7認条第1項及び会社法施行規則第1認条に定める書面)

当社は、2019年7月31日付けで、三菱マテリアル株式会社(以下「存続会社」といいます。)

との問で、当社を吸収合併消滅会社、存続会社を吸収合併存続会社とする吸収合併(以下「本

吸収合併」といいます。)に係る吸収合併契約を締結いたしました。よって、以下のとおり、本

吸収合併に係る事前開示をいたします。

吸収合併契約の内容(会社法第7認条第1項第1号)

別紙1のとおりです。

東京都千代田区丸の内三丁目4番1号

三菱伸銅株式会社

取締役社長堀和雅

合併対価の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第1認条第1項第1号)

存続会社は当社の発行済株式の全部を所有していることから、本吸収合併に伴う金銭等

の交付は行われません。

2020年2月7日

合併対価について参考となるべき事項(会社法施行規則第1認条第1項第2号)

該当事項はありません。

4 吸収合併に係る新株予約権の定めの相当性に関する事項(会社法施行規則第1朋条第1

項第3号)

該当事項はありません。

(会社代表印)

5. 存続会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容(会社法施行規則第1認条第6項第1

号イ)

別紙2のとおりです。

存続会社において最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等がある

ときは、当該臨時計算書類等の内容(会社法施行規則第1認条第6項第1号口)

該当事項はありません。



存続会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担

その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規則第1器条第6

項第1号ハ)

存続会社は、2019年4月25日開催の取締役会において、存続会社の連結子会社である

株式会社ダイヤメット及び株式会社ピーエムテクノに対する支援として、同年4月30日

を期限として設定している融資枠について、5月1日より増額の上、期限を延長すること

を決議しました。5月1日における同社に対する融資の状況は以下のとおりです。

①株式会社ダイヤメット

融資枠 32,000百万円(フ,800百万円増額)

期限 2020年3月31日まで

融資額器,150百万円

②株式会社ピーエムテクノ

融資枠 1,680百万円(金額の変更なし)

期限 2020年3月31日まで

融資額 1,200百万円

当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容(会社法施行規則第1認条第6項

第2号イ)

当社は、 2020年2月4日付で、完全子会社である Sambo shindo (Thailand) CO. 1td の

株式全部を、簿価を上回る価格で2伐0年3月31日に第三者に譲渡する内容の株式売買契

約を締結しました。

吸収合併が効力を生ずる日以後における存続会社の債務の履行の見込みに関する事項

(会社法施行規則第1認条第1項5号)

存続会社の2019年3月31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、それ

ぞれ約 1兆2,697億円及び約8,058億円であり、資産の額が負債の額を十分に上回ってお

り、これは時価評価を行った場合も同様です。

また、当社の2019年3月31日現在の貸借対照表における資産の額及び負債の額は、そ

れぞれ約 1,0貌億円及び約621億円であり、資産の額が負債の額を十分に上回っており、

これは時価評価を行った場合も同様です。

本吸収合併に伴い、存続会社は当社の資産及び負債の一切を承継しますので、効力発生

日以後においても、存続会社の資産の額は負債の額を十分に上回ることとなります。

更に、今後の存続会社及び当社の収益状況等に鑑み、効力発生日以後に存続会社の債務

の履行に支障を来たすような事態の発生は、現在のところ認識または予測されておりませ

ん。

従って、効力発生日以後の存続会社の債務の履行については見込みがあるものと判断い

たします。

以上



三菱マテリアル株式会社(以下「甲」という)と三菱伸銅株式会社(以下「乙」という)と

は、次の通り合併契約(以下「本契約」という)を締結する。

(合併の方法)

第1条甲及び乙は、甲を吸収合併存続会社とし、乙を吸収合併消滅会社とする吸収合併

(以下「本吸収合併」という)を行う。

(D 甲の住所東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

(2)乙の住所東京都千代田区丸の内三丁目4番1号

併契約

(乙の株主に対する金銭等の交付)

第2条甲は、乙の発行済株式の全部を所有しているので、本吸収合併に際して、乙の株

主に対して乙の株式に代わる金銭等の交付を行わない。

(資本金及び準備金の額に関する事項)

第3条本合併に際して甲の資本金及び準備金は増加しない。

(甲の手絖き)

第4条甲は、本吸収合併に際して、会社法第796 条第2項の定めにより、株主総会の決

議による本契約の承認を行わない。但し、甲は、本契約を乙と締結することにつ

いて甲の取締役会の決議による承認を得るものとする。

2 前項の定めにかかわらず、甲において本吸収合併に際して、会社法第796条第3

項の規定に従い、甲の株主総会の決議による本契約の承認を要することとなった

場合は、本契約は効力を失うものとする。

(乙の手続き)

第5条乙は、本吸収合併に際して、会社法第 784条第1項の定めにより、株主総会の決

議による本契約の承認を行わない。但し、乙は、本契約を甲と締結することにつ

いて乙の取締役会の決議による承認を得るものとする。

(会社財産の管理)

第8条乙は、本契約締結後、効力発生日に至るまで、善良なる管理者の注意をもって業

務を執行し、財産の管理運営を行うものとし、その財産又は権利義務に重大な影

響を及ぼすような行為については、予め甲の同意を得て行うものとする。

(効力発生日)

第6条本吸収合併が効力を生ずる日(以下「効力発生日」という)は、2020年4月1日

とする。但し、合併手続進行上の必要性その他の事由により必要ある場合は甲乙

協議の上、これを変更することができるものとする。

(従業員の取扱い)

第9条甲は、効力発生日において、同日付で在籍する乙の全従業員を甲の従業員として

引き続き雇用するものとし、その取扱いについては甲乙協議の上、決定する。

(会社財産の引継ぎ)

第7条甲は、効力発生日の直前における一切の資産、負債及び権利義務を効力発生日1

おいて乙から承継する。

(本契約の変更及び解除)

第W条甲及び乙は、本契約締結から効力発生日までの問において、天災地変その他の事

由により甲又は乙の資産状態、経営状態に重大な変動が生じ又は重大な玻癌が発

見された場合、その他本吸収合併の実行を阻害する重大な事態が生じた場合は、

甲乙協議の上、本吸収合併の条件を変更し、又は本契約を解除することができる。

(本契約に定めのない事項)

第Ⅱ条本契約に定めるもののほか、本吸収合併に必要な事項については、本契約の趣旨

に従い甲乙協議の上、決定する。

以上本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名捺印の上、各1通を保有する。

2019年7月31日

東京都千代田区丸の内三丁目2番

三菱マテリアル株式会社罷弓石91甲

執行役社長小野直口凶

乙

東京都千代田区丸の内三丁目4番1号

三菱伸銅株式会社

取締役社長堀 和雅
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・・.'回定時株主総会招集ご通知添付書類

第94期報告書
2018年4月1日から2019年3月31日まで

マテリアル株式会社Ξ



株主の皆様へ

目 ιネ、

事業報告

連結計算書類

計算書類

監査報告

(ご参考)

.......................................

.................................

.......................................

.......................................

.......................................

企理念

人と社会と地球のために

2019年5月

、'、、'^

ション

ユニークな技術により、

人と社会と地球のために

新たなマテリアルを創造し、

循環型社会に貢献する

リーディングカンパニー

表紙の写真

高機能製品条(三菱伸銅総)加工事業超硬切削工具(筑波
製作所、岐阜製作所、明石製作所)金属事業電気銅(直島製錬

所)セメント事業ロバートソン・レディ・ミックス社の生コン
車(米国カリフォルニア州)その他の事業大湯発電所(秋田県
鹿角市)

MITSUBISHIMATERIALSCORPORATION

取締役社長

株主の皆様には、平素より格別のご

高配を賜り厚く御礼申し上げます。

ここに第94期(2018年4月1日から

2019年3月31日まで)の報告書をお

届けいたします。

小野直耐
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事報告

企業集団の現況に関する事項

2018年4月1日から2019年3月31日まで

(1)事業の経過及ぴその成果

【当社グループの業績は、超硬製品やセメント関

連の需要が堅調に推移したものの、銅価格の下落、

エネルギーコストの上昇や、金属事業における

製錬コストの増加及ぴ期末棚卸による棚卸減耗

損の発生等の影響により、営業利益及ぴ経常利

益が減少。】

当連結会計年度における世界経済は、アジア地

域では、中国において景気に減速傾向がみられた

ものの、タイ、インドネシアにおいては緩やかな

回復がみられました。米国では、着実な景気の回

復が続きました。

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用・

所得環境が改善傾向にあるなか、設備投資に増加

の動きがみられた一方で、企業収益の改善や鉱工

業生産の増加に減速傾向がみられました。

当社グループを取り巻く事業環境は、超硬製品

やセメント関連の需要が堅調に推移したものの、

銅価格の下落やエネルギーコストの上昇等の影響
がありました。

このような状況のもと、当社グループは、10

年後を見据えた長期経営方針及ぴ成長戦略の立

案・実行に重点を置いた中期経営戦略(2017・

2019年度)に基づき、「成長への変革」をテー

マに企業価値の向上に向けて、全社方針として掲

げている「事業ポートフォリオの最適化」、「事業

競争力の徹底追求」及ぴ「新製品・新事業の創

出」1こ向けた諸施策を引き続き推進してまいりま

した。

この結果、当連結会計年度は、連結売上高は1

兆6,629億90百万円(前年度比4.0%増)となり

ましたが、金属事業における製錬コストの増加及

ぴ期末棚卸による棚卸減耗損の発生等の影響によ

り、連結営業利益は368億61百万円(同49.4%

減)、連結経常利益は506億79百万円(同36.3%

減)となりました。また、当事業年度の業績及ぴ

今後の業績の見通し等を踏まえ、繰延税金資産の

回収可能性について慎重に検討した結果、当社個

別の繰延税金資産のうち、 87億円を取り崩しま

した。これにより、親会社株主に帰属する当期純

利益は12億98百万円(同96.2%減)となりまし
た。

なお、当社個別の売上高は8,528億20百万円

(前年度比19%減)、営業損失は109億49百万円

(前年度は137億32百万円の営業利益)、経常利

益は51億69百万円(同83.5%減)、当期純損失

は135億68百万円(前年度は255億30百万円の

当期純利益)となりました。

当社は、定款に基づき取締役会決議により剰余

金の配当等を行うこととしております。当社では、

株主の皆様に対する利益還元は経営の最重要目的

のーつであるという認識のもと、中期経営戦略

(2017-2019年度)期問中の利益配分につきま

しては、配当金額は件朱当たり年間80円とし、

連結配当性向が25%を下回る場合は、 25%まで

一時的な増配または自己株式の取得を行う方針と

しております。この方針に基づき、当事業年度の

配当金につきましては、 2019年5月B日開催の

取締役会の決議により期末配当を40円とし、中

間配当の40円と合わせ、 1株当たり80円(前年

度と同額)とさせていただきました。

なお、当事業年度の業績の状況を踏まえ、取締

役社長及ぴ役付執行役員8名について、報酬をー

部返上するとともに当事業年度に係る賞与を不支

給とすることといたしました。
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事業報告 2018年4月1日から2019年3月31日まで

高(百万円)

利 益佰万円)

利 益佰万円)

親会社株主に帰属する当期純利益佰万円)0

・200

結)
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^
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注:2016年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施したため、
と仮定し、 1株当たり配当金を算定しております。
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次に、当社グループの事業別概況をご報告申し上げます。
※当社は、 2018年10月1日付で実施した事業部門組織の一部変更に伴い、セグメントの区分を従来の「セメント事業」、「金属事業」、肋0工事業」、
「電子材料事業」、「アルミ事業」及ぴ「その他の事業」から、「高機能製品」、仂n工事業」、「金属事業」、「セメント事業」及ぴ「その他の事業」
に変更しております。なお、前年度との比較数値については、前年度の数値を変更後の区分に組み替えて表示しております。

銅加工品は、 MMCカッパープロダクツ社が期初
高機能製品 から連結業績に寄与したことなど1こより増収と

なったものの、原材料コストの増加等により、増

収減益となりました。

電子材料は、ディスプレイ向け製品、スマート
フォン用LS1向け製品及ぴ光通信機器向け製品
等の販売が減少したことから、減収減益となりま
した。

アルミ製品は、飲料用ボトル缶並ぴに圧延・加
工品である自動車向け押出製品及ぴ印刷版用板製
品等の販売数量が減少したものの、アルミ地金の
価格が上昇したことから売上高は増加しました。
一方で、エネルギーコストが上昇しました。この左:ビレット(堺工場)、中央:絶縁放熱基板(Ξ

結果、増収減益となりました。田工場静岡DBAセンター)、右:飲料用アルミ缶

(ユニバーサル製缶制) 以上により、前年度に比べて事業全体の売上高
は増加したものの、営業利益は減少しました。,、
常利益は、営業利益が減少したことから、減少し
ました。

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は
5,709億90百万円(前年度比6.5%増)、営業利益
は119億79百万円(同35.1%減)、経常利益は
132億27百万円(同285%減)となりました。

0

第93期

写真

第94期

【銅加工品は、原材料コストの増加等に

より、減益。電子材料は、光通信機器

向け製品等の販売が減少したことから、

減益。アルミ製品は、エネルギーコス

トの上昇等により、減益。】
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事業報告 2018年4月1日から2019年3月31日まで

写真 北米テクニカルセンター

(米国ノースカロライナ州)

【超硬製品は、国内外の販売の堅調な推

移により、増益。焼結製品等は、焼結

部品の需要が増加したものの、品質検

査及ぴ出荷に係る費用の増加により、

損失が拡大。】

超硬製品は、国内、欧米、中国及ぴ東南アジア
等の市場における販売が堅調に推移したことから、
増収増益となりました。

焼結製品等は、主要製品である焼結部品が国内
及ぴ北米で需要増加となり、増収となりましたが、
品質検査及ぴ出荷に係る費用の増加により損失が
拡大しました。

以上により、前年度に比べて事業全体の売上高
は増加したものの、営業利益は減少しました。経
常利益は、営業利益が減少したことから、減少し
ました。

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は
1,715億51百万円(前年度比6.4%増)、営業利益
は167億71百万円(同9.フ%減)、経常利益は156
億9百万円(同7.1%減)となりました。
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0

写真:銅熔錬工場(直島製錬所)

【銅地金は、国内外の製錬所における定

期炉修の実施や製錬コストの増加等に

より、減益。金及ぴその他の金属は、

期末棚卸による棚卸減耗損の発生等に

より、減益。】

銅地金は、インドネシア・カパー・スメルティ

ング社及ぴ直島製錬所において定期炉修を実施し
たことなどにより生産量が減少したほか、製錬コ
ストの増加等により、減収減益となりました。
金及ぴその他の金属は、原料中の含有量の増加
により金が増産となったものの、期末棚卸による
棚卸減耗損の発生等により、増収減益となりました。
以上により、前年度に比べて事業全体の売上高
は増加したものの、営業利益は減少しました。経
常利益は、営業利益や受取配当金が減少したこと
から、減少しました。

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は
フ,200億97百万円(前年度比0.フ%増)、営業損失
は71億57百万円(前年度は127億88百万円の営
業利益)、経常利益は23億23百万円(同909%減)
となりました。
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事業報告 2018年4月1日から2019年3月31日まで

セメント事業

写真:九州工場(福岡県京都郡苅田町)

【国内では、エネルギーコスト上昇等に

より、減益。米国では、燃料費等の上

昇により、減益。】

国内では、首都圏{こおいて東京五輪関連施設等
の工事、北陸地区において北陸新幹線延伸工事が
それぞれ堅調に推移したものの、エネルギーコス
ト上昇等の影響により増収減益となりました。

米国では、生コンの販売価格が上昇したものの、
燃料費等が上昇したことから、増収減益となりま
した。

以上により、前年度に比べて事業全体の売上高
は増加したものの、営業利益は減少しました。経
常利益は、営業利益が減少したことから、減少し
ました。

この結果、当事業の当連結会計年度の売上高は
1982億91百万円(前年度比3.1%増)、営業利益
は134億79百万円(同30.6%減)、経常利益は
154億47百万円(同26.6%減)となりました。

売上高

(億円)

2000

1,500

1,000

500

7

0

MITSUBISHI MATERIALS CORPORATION

営業利益

第91期

(億円)

300

第92期 第93期

200

第94期

100

0

経常利益

第91期

(億円)
300

第92期 第93期

200

第94期

100

0 第91期 第92期 第93期 第94期



0

その他の事業

写真:東北電力所(秋田県鹿角市)

ミ菱々宗鵬

【エネルギー関連は、石炭販売価格の上

昇や、水力発電事業及ぴ地熱発電所へ

の蒸気供給事業の堅調な推移により、

増益。環境りサイクルは、新規事業の

立ち上げに伴うコストの発生により、

減益。エネルギー関連及ぴ環境りサイ

クル以外の事業は、増益。】

」ー^,^"

売上高

エネルギー関連は、原子力関連の販売が減少し
たものの、石炭の販売価格が上昇したことに加えて、
水力発電事業及ぴ地熱発電所への蒸気供給事業が
堅調に推移したことから、減収増益となりました。

環境りサイクルは、処理量が増加したものの、
新規事業の立ち上げに伴うコストの発生により、
増収減益となりました。

エネルギー関連及ぴ環境りサイクル以外の事業
は、合算で増収増益となりました。

以上により、前年度に比べてその他の事業全体
の売上高は増加したものの、営業利益は減少しま
した。経常利益は、持分法による投資損失が減少
した影響により、増加しました。

この結果、その他の事業の当連結会計年度の売
上高は2,557億20百万円(前年度比2.5%増)、営
業利益は131億71百万円(同0.1%減)、経常利益
は146億56百万円(同763%増)となりました。
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事業報告

当連結会計年度における事業別売上高、営業利益(△は営業損失)及ぴ経常利益は次のとお
りであります。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

事業

0

高機能製品 営業利益

経常利益

第93期(2017.4~20183)

金額(百万円) 構成比(%)

536,083 335

25.418,465

18,491 23.2

加工 営業利益

経常利益

金属

161,17フ

18,566

16β08
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12.0
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9

26.フ

103

注:各事業問の売上高、宮業利益及ぴ経常利益は、「消去または全ネU にて控除しております。
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(2)企団の資金調達の状況

当連結会計年度の主な資金調達につきましては、コマーシャル・ペーパーの発行及ぴ銀行借

入により行いました。なお、当連結会計年度末の借入金(社債を含む)は、前年度末比で266

億67百万円減少し、 4,947億67百万円となりました。

(3)企業集団の設投資の状況

当社グループ{こおける設備投資は、有利子負債の削減に努めるなか、収益及ぴ成長が見込ま

れる分野への投資案件を厳選した上で、実施内容を決定しております。

当連結会計年度の設備投資は、各事業における既存設備の維持・補修工事に加えて、生産設備

の増強・合理化等を実施してまいりました結果、設備投資額は、1,034億18百万円となりました。

当連結会計年度における事業別の設備投資は、次のとおりであります。

高機能製品

当事業全般における既存設備の維持・補修

工事に加えて、飲料用アルミボトル缶の生産

設備の増強工事等を実施いたしました。

当事業における設備投資額は、 261億20

百万円であります。

加工事業

当事業全般における増産対応のための設備

増強及ぴ合理化工事に加えて、既存設備の維

持・補修王事を実施いたしました。

当事業における設備投資額は、 228億10

百万円であります。

金属事業

銅製錬設備の維持・補修工事を実施いたし

ました。

当事業における設備投資額は、 292億74

百万円であります。

セメント事業

国内における産業廃棄物処理設備増強工事

に加えて、国内及ぴ米国を中心に既存設備の

維持・補修工事を実施いたしました。

また、東京湾岸エリアにおける生コンの販

売力強化と販売拠点維持を目的に生コン王場

を建設いたしました。

当事業における設備投資額は、165億85

百万円であります。

その他の事業

既存設備の維持・補修工事を実施いたしま

した。

その他の事業における設備投資額は、 86

億26百万円であります。
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事業報告

(4)企業集団ぴ当社の財産及ぴ損益の状況の推

①企業集団の財産及ぴ損益の状況の推移(連結)

第 91 期 第92期 第93期
(2015.4~2016.3) (2017.4~2018.3)016.4~2017

上 (百万円) 1,599,5331,417β95 1,304,068 1,662,990^

利 益佰万円) 72β1959,761 36β6170,420

利 益佰万円) 63,92572,442 79,621 50,679

親会社株主に帰属する当期純利益佰万円) 61,316 34,59528352 1298

1 株当たり当期純利益(円) 46.80 216.44注1 264.15 992

純 産佰万円)資 645,017 710,195 768,495 723,337

1株当たり純資産(円) 4β38.314,743.27注1 5,211.20423.83

総 産(百万円) 1,793375 1β96,939資 2,011,067泣 1,938,270

注1:2016年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施したため、第92期の期首に当該株式併合が行われ
たと仮定し、 1株当たり当期純利益及ぴ1株当たり純資産を算定しております。

注2:「「税効果会計に係る会計基準」の一部改正」(企業会計基準第28号平成30年2月16日)を当連結会計年度の期首から適用しており、前連
結会計年度の数値については、当該会計基準を遡って適用した後の数値を表示しております。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

第91期第92期第93期第94期

第91期第92期第93期第94期

冗上局

(億円)

18,000

12,000

6,000

0
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②当社の財産及ぴ損益の状況の推移(個別)

^

'πユ

業営

(△は営

常経

当期
(△は

1 株当た
(△は

純

1 株当

総

上

利 益
(百万円)

業損失)

益佰万円)利

利益
(百万円)

損失)

り当期純利益
(円)

純損失)

産佰万円)

り純資産(円)

産佰万円)

高 (百万円)

アルミニウム咽は、 2019年2月に不正競争防

止法違反により東京簡易裁判所から有罪判決を

受けました。

他方では、これらの事案に関しては、これま

で、お客様のご協力を得て安全性の確認を進め

てきましたが、すべてのお客様について、安全

性に関する主要な事項について問題ないことを

確認しております。

当社及ぴ当社グループとしては、今後このよ

うな事態を再ぴ繰り返すことがないよう、以下

の「当社グループの品質管理に係るガバナンス

体制の再構築策」及ぴ「当社グループのガバナ

ンス体制の強化策」を引き続き遂行、深化させ

てまいります。

注1

注2

2016年10月1日を効力発生日として、普通株式10株につき1株の割合で株式併合を実施したため、第92期の期首に当該株式併合が行われ
たと仮定し、 1株当たり当期純利益及ぴ1株当たり純資産を算定しております。

「「税効果会計に係る会計基準」の一部改正」(企業会計基準第28号平成30年2月16日)を当事業年度の期首から適用しており、前事業年
度の数値については、当該会計基準を遡って適用した後の数値を表示しております。

(5)企業集団が対処すべき課題

①品質管理を含むグループガバナンス体制強

化のための施策について

2017年11月から2018年6月にかけて公表

いたしました、当社グループにおいて過去に製

0 造販売した製品の一部について、検査記録デー
タの書き換えや検査の一部不実施等の不適切な

行為により顧客の規格値または社内仕様値を逸

脱した製品等を出荷した事案並ぴに当社直島製

錬所において銅スラグ骨材のJIS認証の取り消

し処分を受けた事案につきましては、お客様、株

主様をはじめ、関係各位に多大なるご迷惑をお

かけしたことを改めて深くお詫ぴ申し上げます。

これらの事案に関連して、当社連結子会社で

ある三菱電線王業娩、愉ダイヤメット及ぴ三菱

735,501

26,478

35,409

33,001

△103.61

第92期
(2016.4~2017.3)

674,515

12,120

27,202

19,701

463β62

3,542.19

1269,756

25.19

435,094

332.13

1,158,968

第93期
17.4~2018.3)

869,67フ

13,732

31,370

25,530

150.40注1

47フ,706

3,647.06注1

1,265,120

第94期
2018.4~2019.3)

852β20

△10,949

5,169

△13,568

19493

533.103

4,07058

1,355,347汝
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事業報告

(イ)当社グループの品質管理に係るガバナンス

体制の再構築策

A)受注時のフロントローディングシステムの

浸透

B)品質管理部門の体制・権限の強化

C)品質教育の拡充

D)検査設備自動化の推進

E)品質監査の強化

F)外部コンサルタントの活用

2018年4月1日から2019年3月31日まで

(ロ)当社グループのガバナンス体制の強化策

A)ガバナンス関係事項に係る審議・報告・フォ

ローアップ体制の強化

B)管理部門における機能の強化及ぴ事業部門と

の連携の強化

C)人材育成の強化と人材交流の活性化

D)監査の強化

E)事業最適化の観点からの検討

の拡大や中国経済の減速の影響等が懸念され、世

界経済の先行きが不透明な状況にあります。

今後のわが国経済につきましては、雇用・所得

環境の改善が続き、内需を中心に緩やかな回復が

継続することが期待されるものの、海夕絲呈済の減

速を背景とした輸出の減少が懸念されるほか、海

外の政治や経済の動向がわが国の景気の下振れり

スクとなる可能1生があります。

今後の当社グループを取り巻く事業環境につき

ましては、国内経済の先行きの不透明さに加えて、

エネルギーコストの上昇や、人手不足の深刻化等

が懸念されます。

こうしたなかで、当社グループは、次のとおり、

10年後を見据えた「長期経営方針」と2017年度

から2019年度までを対象とした「中期経営戦略」

に基づき、「成長への変革」をテーマに企業価値

の向上に向けて、諸施策を実施してまいります。

②全社課題

【当社グループは、事業ポートフォリオの最

適化、事業競争力の徹底追求、新製品・新事

業の創出により、国内外の主要マーケットに

おけるりーディングカンパニーになるととも

に、高い収益性・効率性、市場成長率を上回

る成長を目指す。】

今後の世界経済につきましては、米国の経済成

長の堅調な推移が期待されるものの、足許で米国

の一部指標で減速傾向がみられるほか、通商問題
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(イ)長期経営方針

当社グループは、「人と社会と地球のために」

という企業理念のもと、「ユニークな技術により、

人と社会と地球のために新たなマテリアルを創造

し、循環型社会に貢献するりーディングカンバ

ニー」をビジョンとしております。

このビジョンの実現に向けて、長期経営方針と

して、中長期の目標幅指す姿)及ぴ全社方針を

以下のとおり定めております。

<中長期の目標偏指す姿)>

・国内外の主要マーケットにおけるりーディング

カンパニー



・高い収益性・効率性の実現

・市場成長率を上回る成長の実現

<全社方針>

・事業ポートフォリオの最適化

・事業競争力の徹底追求

・新製品・新事業の創出

(ロ)中期経営戦略(2017年度から2019年度)

における経営方針

中期経営戦略では、長期経営方針に定める全社

方針を以下のとおり推進いたします。なお、当社

の前中期経営計画の課題である「外部環境変化へ

の対応」及ぴ「戦略重視の体制づくり」を推進す

るため、従来の財務計画主体の「中期経営計画」

から、成長戦略の立案・実行に重点を置いた「中

期経営戦略」に変更いたしました。

業で、課題の解決に向け迅速に取り組み、今後の

成長の方向性を定めます。

B)事業競争力の徹底追求

コーポレート部門による支援体制の拡充により

技術経営資源を最適活用し、事業部門の「ものづ

くり」の改善・革新等を行います。これにより、

事業環境の変化を先取りし、他社よりも一歩抜き

んでた存在になるための「別格化」や新製品・新

製造技術の開発等の「新展開」を図り、事業競争

力を徹底追求してまいります。

A)事業ボートフォリオの最適化

当社グループの事業を「安定成長事業」、「成長

促進事業」及ぴ「収益改善事業」の3つのカテゴ

リーに分け、各事業の特性に適した方向性を定め、

課題を明確化した上で、事業の選択と集中を推進

し資本効率の改善を図ります。安定成長事業は、

セメント事業、金属(製錬)事業、りサイクル事

業及ぴ再生可能エネルギー事業で、コスト競争力

の維持・向上等により、事業基盤の強化を図りま

す。成長促進事業は、金属(銅加王)事業及ぴ加

工事業で、周辺分野の事業展開やグローバル事業

展開を図り、市場成長率を上回る成長を目指しま

す。収益改善事業は、電子材料事業及ぴアルミ事

0

C)新製品・新事業の創出

将来の収益基盤となる新しいビジネスの創出の

ため、当社グループが捉えるべき重要な社会二ー

ズを「次世代自動車」、「10T ・ AI」及ぴ「持続可

能な豊かな社会の構築」とし、持続的成長の核と

なる新製品・新事業を創出・育成してまいります。

また、以下を重点戦略とし、具体的施策を推進

いたします。

・イノベーションによる成長の実現

・循環型社会の構築を通じた価値の創造

・成長投資を通じた市場プレゼンスの拡大

・継続的な改善を通じた効率化の追求
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事業報告

③事業別課題

高機能製品

銅加工品は、自動車向け製品等の需要が引き続

き安定して推移すると見込まれます。このような

状況のもと、昨年度より連結化したMMCカッ

パープロダクツ社との事業シナジーを創出すると

ともに、引き続き技術力と開発力を活かした高付

加価値製品の開発を迅速に進めて販売競争力を高

め、収益力を強化してまいります。

電子材料は、家電及ぴ車載向け製品の需要の増

加が見込まれるほか、 2019年度後半からは、半

導体装置関連製品の需要回復も期待されます。こ

のような状況のもと、各市場において顧客の二ー

ズを先取りして、コアとなる技術力の活用並ぴに

販売競争力及ぴ顧客への提案力を高め、収益力を

強化してまいります。また、多結晶シリコンにつ

いては、厳しい事業環境が続くことが見込まれま

すが、安全・安定操業を最優先に事業基盤の確立

に向けて、品質向上、コスト削減に努めてまいり

ます。

アルミ製品は、圧延・加工品である自動車向け

熱交板材及ぴりチウムイオン電池箔の需要増加が

見込まれることから、生産能力増強と生産性向上

に努めるとともに、北米をはじめとしたグローバ

ル供給体制の確立、高付加価値製品の開発を進め

てまいります。また、飲料用ボトル缶については、

大型化や多形状化等多様な製品の開発と拡販を進

め、競争力の維持・向上に努めてまいります。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

●加区事業

超硬製品の市場環境は、中国経済の減速による

影響が懸念されるものの、全体としては堅調に推

移することが見込まれます。このような状況のも

と、引き続き成長性の高い産業や地域に狙いを絞

り、効果的な営業活動を展開してまいります。特

に、成長段階に位置する航空宇宙産業については、

経営資源を優先的に投入し、製造・開発・販売面

の機能強化を図ってまいります。切削工具に関し

ては、 DIAEDGE (三菱マテリアル愉)及ぴ

MOLDINO (三菱日立ツール樹)の2つのブラ

ンドのもと、顧客の真のパートナーとして信頼を

得られるよう、顧客視点に立ったソリユーション

提供に取り組んでまいります。特に、技術拠点に

ついては、世界の主要地域において新設及ぴ機

能・能力の増強を進めており、今後もこれを継続

してまいります。また、主原料であるタングステ

ン及ぴニバルトの調達については、調達りスク及

ぴ調達コストの低減を図るべく、タングステンリ

サイクル量の増加や、原料調達ソースの多様化に

努めてまいります。

焼結製品等については、引き続き、自動検査機

の導入による省力化や歩留改善施策を進めること

により、品質及ぴ生産性の向上を図り、収益の改

善に努めてまいります。なお、焼結部品を製造・

販売する佛ダイヤメットは、継続的な営業損失及

ぴ固定資産の減損損失の計上により債務超過に

なっていることから、当社は、同社に対して融資

枠を設定の上、融資を行っております。
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金属事業

銅精鉱は、中国・インド等における新規製錬所

立ち上げや既存製錬所拡張に伴う需要増加に対し

て、鉱山側の供給能力が不足し、短期的には買鉱
条件の悪化が見込まれます。

銅地金は、電線分野では東京五輪や首都圏再開

発関連、伸銅分野では、多少頭打ち感はあるもの

の、車載品向けを中心に堅調な需要環境が見込ま

れますが、先行き不透明な米中通商問題、英国の

EU離脱、中国経済の減速が需要や相場の下振れ

要因となり得ることから、今後の動向を注視して

まいります。

このような状況のもと、鉱山部門では、既存案

件の改善や新規案件の開拓に取り組み、不純物の

少ないクリーンな銅精鉱を製錬所へ安定的に供給

することで、製錬所操業の基礎を支えます。なお、

新規案件のサフラナルプロジェクト(ペルー)は、

2019年内にフィージビリティスタディを完了し、

環境許認可の取得作業に移る計画です。
製錬部門では、金銀津(E・scrap)の処理能力
拡大を図るべく、設備改善や集荷体制の強化を推

進した結果、当社グループの金銀津処理能力は年

間16万トンに達する見込みとなりました。今後

は、世界トップクラスの集荷量・処理量を最大限

に活用して収益力の強化を図ってまいります。

一方で、金銀津処理量の増加に伴い、製錬工程

に投入される不純物の量や種類が多くなり、有価

金属の回収効率の低下が生じていることから、こ

れに対応した設備増強等による操業の改善を行い、

一定の効果を上げております。また、受入れ品の

置場管理の適正化、棚卸資産の管理強化等も併せ

て実施しております。今後も、継続的に更なる改

善に取り組み、金銀津処理技術の高度化を推進し

てまいります。また、多様な原料処理で複雑化し
つつあるマテリアルバランスの最適化を図るべく、

各生産拠点の連携強化を推進し、より効率的な有

価金属の回収体制の構築に取り組んでまいります。

セメント事業

国内では、「防災・減災、国土強靱化のための

3か年緊急対策」に基づく公共工事の増加や、首

都圏再開発工事、新幹線建設工事等に関連する需

要が見込まれるものの、人手や輸送能力の不足に

よる工期の遅れも懸念されることから、 2019年

度のセメント国内需要は、 2018年度並みの

4250万トン程度を想定しております。このよう

な状況のもと、当社としては、大型プロジエクト

需要を確実に取り込み、販売数量の確保に努めて

まいります。

米国では、政府のインフラ投資政策等を背景に

公共工事が増加基調にあることから、セメント・

生コンの需要が堅調1こ推移すると見込んでおりま

す。人件費や燃油・エネルギーコストの増加要因

もありますが、顧客への適切な価格転嫁を実施す

るとともに、セメントにおいては工場の設備改善

によるコスト削減を、生コンにおいては新規生コ

ンエ場の稼働による拡販等をそれぞれ実現し、更

なる増収増益を目指します。

以上の諸施策の実施により、当社グループの総

力を結集し、複合事業体の価値創造を推進してま

いる所存でありますので、株主の皆様におかれま

しては、倍旧のご支援、ご協力を賜りますようお

願い申し上げます。
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事業報告

(6)企業団の主要な事業内容(2019年3月3旧現在)

当社グループは、銅加工品・電子材料・アルミ製品等の製造・販売、超硬製品
の製造・販売、銅・金・銀等の製錬・販売、セメント・生コンクリート等の製造

に営んでおります。事業別の主要製品等は、次のとおりであります。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

高機能製品

加工

金属

セメント

銅加工品(銅ケーク・ビレット、伸銅製品、銅荒引線等)、電子材料(機能材料、化成品、電子
デバイス、多結晶シリコン等)、アルミ製品(飲料用アルミ缶胴・蓋・キャップ、アルミ圧延品
アルミ加工品等)等

硬製品(超硬工具、超硬合金等)、焼結製品(焼結部品等)等

.0、金、銀、鉛、錫、硫酸

白通ポルトランドセメントその他各種セメント、セメント系固化材、骨材、生コンクリート

エネルギー関連(石炭、地熱・水力発電、原子燃料サイクル分野における調査・研究・設計
転等の受託等)、貴金属(貴金属製品、宝飾品等)、環境りサイクル関連(家電りサイクル等)
不動産(不動産管理、山林事業)、その他(エンジニアリング、地質調査、資源探査、
コンサルティング等)

その他

(フ)企業

①当社

東京都千代田区丸の内三丁目2番3号

古機能製口工寸、三工<レ天、ラミツクスエ 0玉↓武、

加工筑波製作所(茨城県)、岐阜製作所、明石製作所(兵庫県)
工場等

金属秋田製錬所、直島製錬所(香川県)、生野事業所(兵庫県)

セメント青森工場、岩手工場、横瀬工場(埼玉県)、東谷鉱山(福岡県)、九州工場(福岡県)

その他さいたま総合事務所、生産技術センター(埼玉県)、エネルギー事業センター(埼玉県)

支社・支店札幌支店、東北支店(宮城県)、名古屋支店、大阪支社、九州支店(福岡県)

研究所中央研究所(茨城県)

海外事務所バンクーバー事務所(カナダ)、チリ事務所、ロンドン事務所(英国)

注:2019年3月18日付で、本社を移転いたしました。

団の主要な営業所及ぴ工場(2m9年3月3旧現在)

MITSUBISHIMATERIAιSCORPORATION

焼結製品等

販売等を主
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②主要な子会社

関係事業

高機能製品

社

三菱伸銅倫(東京都)、 MMCカッパープロダクツ社(フィンランド)、
ユニバーサル製缶総(東京都)、三菱アルミニウム樹(東京都)、三菱電線工業樹(東京都)、
三宝メタル販売鵠(大阪府)

三菱日立ツール鵠(東京都)、佛ダイヤメット俳吊易県)、
MMCハルトメタル社(ドイツ)

インドネシア・カパー・スメルティング社(インドネシア)、小名浜製錬鵠(東京都)、
マテリアルエコリファイン制(東京都)

MCCデベロップメント社(米国)、ロバートソン・レディ・ミックス社(米国)、
米国三菱セメント社(米国)

三菱マテリアルトレーディング総(東京者の、三菱マテリアルテクノ愉(東京者の、
三菱綜合材料管理(上海)有限公司(中国)、鵠マテリアルファイナンス(東京都)

における()内は、国内子会社については本社所在地、海外子会社については本ネ士所在国であります。

加工

金属

セメント

その他

表中の「会社名」注

(8)企業集団及ぴ当社の従業員の状況(2019年明3旧現在)

①企業集団の従業員の状況

事業

高機能製品 10,087 (442増)

8,039 (732増)加工

2,016 (46増)金属 注2

4231(220増)セメント

その他 3,319 (2減)

734 (29増)全社(共通) 注4

計合 28,426 (1,467増)

注1:表中の「従業員数」における 内は、前連結会計年度末比増減であります。

注2:2018年10月1日付で実施した事業部門組織の一部変更に伴い、セグメントの区分を従来の「セメント事業」、「金属事業」、仂0工事業」、「電
子材料事業」、「アルミ事業」及ぴ「その他の事業」から、「高機能製品」、仂0工事業」、「金属事業」、「セメント事業」及ぴ「その他の事業」
に変更いたしました。そのため、「高機能製品」及ぴ「金属事業」のそれぞれについて、前連結会計年度末の従業員数を変更後の区分に組み
替えた上で、事業別従業員数の増減を計算しております。

注3:加工事業は、 MMCハードメタルインド社を連結子会社にした影響等により、従業員数が増加しております。
注4:全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属しているものであります。

^

平均勤続年数(年)

②当社の従業員の状況

平均年齢(歳)1 前年度末比増減(名)
143増4β07

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

会

監
査
報
告

ト
ピ
ッ
ク
ス
等Ξ

迦
泌



事業報告

(9)重要な子会社ぴ関連会社の状況(2m9年3月3旧現在)

①重要な子会社の状況

当社の出資比率
社名 資本金^

個接保有を含むX%)

インドネシア・カパー・
326百万米ドル 60.5

スメルティング社

2018年4月1日から2019年3月31日まで

MMCカッパープロダクッ社 160百万ユーロ
注1、2

MCCデベロップメント社

小名浜製錬総

三宝メタル販売槻

米国三菱セメント社

マテリアルエコリファイン総

愉マテリアルファイナンス

三菱アルミニウム鮒

三菱伸銅総

三菱電線工業樹

三菱日立ツール閥

米国南西部におけるセメントの製造、販売

非鉄金属の製錬、加工及ぴりサイクル

当社及ぴ当社関係会社に対する融資

アルミ圧延・加工品の製造、販売

銅加工品及ぴ銅合金加工品の製造、販売

シール製品等の製造、販売

超硬工具の製造、販売

設備工事、士木建築工事の請負及ぴ産業用
機械の製造、販売

当社製品その他非鉄金属製品等の販売

飲料用アルミ缶の製造、販売

米国南西部における生コンクリート、骨材

の製造、販売

100.0

811百万米ドル

19

注1

6,999百万円

80百万円

70百万米ドル
注1

注1

MITSUBISHIMATERIAιSCORPORATION

三菱マテリアルテクノ娩

400百万円

30百万円

8,196百万円

8,713百万円

8,000百万円

1,455百万円

100.0

三菱マテリアルトレーディング総 393百万円 100.0

ユニバーサル製缶憐 8,000百万円 80.0

ロバートソン・レディ・
32百万米ドル 100.0

ミックス社 注1

注1:払込資本金を記載しております。

注2:12月決算会社のため、 2018年12月31日現在の払込資本金を記載しておりますが、 2019年3月31日現在においても払込資本金に変更はあ
りません。

インドネシアにおける電気銅の製造、販売

70.0

主要な事業内容

銅加工品を製造、販売する子会社の経営管理

55.フ

100.0

米国内生コンクリート事業等に対する投資

銅精鉱の受託製錬

伸銅品・電線の販売

67.0

100.0

100.0

90.4

100.0

100.0

51.0

1,042百万円



②重要な関連会社の状況

会 社名

宇部三菱セメント佛

エヌエムセメント佛

エルエムサンパワ一総

娩コベルコマテリアル銅管

0
総ピーエス三菱

資本金(百万円)

8,000

フ,001

495

6,000

(10)企業集団の主要な昔入先(2019年3月3旧現在)

樹三菱UF」銀行

鯛みずほ銀行

農林中央金庫

側八十二銀行

鵠常陽銀行

注:持株比率は、自己株式(536,170株)

借入先

当社の出資比率
個接保有を含むX%)

50.0

4,218

30.0

借入額佰万円)

主要な事業内容

セメント、セメント関連製品の販売

ギソンセメントコーポレーション(ベトナム)
への出資

太陽光発電事業

銅管、銅管加工品の製造、販売

プレストレスト・コンクリートエ事、士木
建築工事の請負及ぴコンクリート関連製品
の販売

50.0

45.0

182,405

42,843

19,261

18.201

13980

を控除の上、計算しております。

339

当該借入先か有する当社の株式

持株数(千株) 持株比率(%)注

1.62,095

0.1157

0.4500

02223

0.2218
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事業報告

株式に関す事項

(1)発行可能式の総数

(2)発行済株式の総数

(3)主数
うち単元株主数

(4)大株主

2018年4月1日から2019年3月31日まで

0

日本トラスティ・サービス信託銀行制(信託口)

日本マスタートラスト信託銀行佛(信託口)

NORTH ERN TRUST CO.(AVFC) RE
SILCHESTER INTERNATIONAL INVESTORS

INTERNATIONAL >ALUE EQUITY TRUST

明治安田生命保険相

NORTHERN TRUST CO.(AVFC) RE U.S
TAX EXEMPTED PENSION FUNDS

日本トラスティ・サービス信託銀行総(信託口5)

娩 菱 銀U FΞ イ丁

340,000,000株(前年度末比増減なし)

131,489,535株(前年度末比増減なし)

95,347名(前年度末比3,385名減)

70,630名(前年度末比2β84名減)

(2019年3月31日現在)

持株数(千株)

8,912

JP MORGAN CHASE BANK 385151

NORTHERN TRUST CO.(A>FC) SUB
A/C NON TREATY

菱 重Ξ 工

注:持株比率は、自己株式(536.170株)

1900

2.0

8,328

1.6

5,230

15

21

持株比率(%)注

6.8

15

◆ MITSUBISHIMATERIALSCORPORATION

3,101

15

2β57

6.4

業

を控除の上、

2,562

2,095

総

計算しております。

1,937

2.4

1,921

2.2



当社役員に関す事項

(1)取締役ぴ監査役の状況(2019年3月3旧現在)

担 当
. ^

取締役会長

代表取締役
取締役社長

代表取締役
圖社長執行役員)

t 表取締'

(専務執行役員)

代表取締 1

噛務執行役員)

代表取締役

噛務執行役剣

取締役

注7、16

竹内 章

小野直樹

飯田修

鈴木康信

岸和博

柴田周

得能摩利子
総ハピネット社外取締役注3

ヤマトホールディングス総社外取締役迦

公益財団法人国際通貨研究所理事長注5

全般統理

社長補佐
技術統括本部長

高機能製品カンパニープンジデント
新規事業関係担当

セメント事業カンパニープンジデント

ガバナンス統括本部長

環境・エネルギー事業関係担当

取 締

取

役渡辺博史

締

常勤監査役

注2、16

役杉

常勤監査役

注2、16

常勤監査役

重要な兼職の状況

久保田博
注6

福井総

佐藤弘志

注2、16
光

査

注7、14、16

役笠井直人
笠井総合法律事務所代表弁護士即
第二東京弁護士会会長注10、11

日本弁護士連合会副会長注12、 B

三菱UFJ信託銀行鵠取締役会長注15査

鮒ピーエスニ菱社外取締役

注7、8、16

役若林辰雄
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事業報告

注 1:取締役小野直樹氏は、 2018年6月22日をもって働マテリアルファイナンスの取締役社長を退任いたしました。

注2:取締衡昇能摩利子、渡辺博史、杉光の各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

注3:当社と働ハピネットとの問に取引関係はありません。

当社とヤマトホールディングス樹との問に取引関係はありません。当社は、同社の特定子会社であるヤマト運輸御等との問に製品輸送委託注4

等の取引関係がありますが、その取引額は当社の連結売上高の1%未満であります。

注5:当社と公益財団法人国際通貨研究所との間に取引関係はありません。

注6:監査役久保田博氏は、これまで主に経理・財務関係の音曙に在籍しており、財務及ぴ会計に関する相当の知見を有しております。

注7:監査役佐藤弘志、笠井直人、若林辰雄の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

注8:監査役佐藤弘志氏は、金融機関の監査役としての経験があり、財務及ぴ会計に関する相当の知見を有しております。
注9:当社と笠井総合法律事務所との問に取引関係はありません。

注10:当社と第二東京弁護士会との問に取引関係はありません。

注11:監査役笠井直人氏は、 2019年3月31日をもって第二東京弁護士会の会長を退任いたしました。

注12:当社と日本弁護士連合会との問に取引関係はありません。

注B :監査役笠井直人氏は、 2019年3月31日をもって日本弁護士連合会の副会長を退任いたしました。

注14:監査役若林辰雄氏は、金融機関の経営者としての経験があり、財務及ぴ会計に関する相当の知見を有しております。

注15:当社は、三菱UF」信託銀行舗との問に年金資産の運用委託等の取引関係がありますが、その取引額は当社の連結売上高の2%未満でありま
す。また、同社からの資金の借入はありません。

注16:取締役得能摩利子、渡辺博史、杉光の各氏及ぴ監査役佐藤弘志、笠井直人、若林辰雄の各氏につきましては、鵠東京証券取引所の規定に基

づき独立役員(一般株主と利益相反が生じるおそれのない社外役員)としてそれぞれ届け出ております。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

0

なお、以下の取締役は、 2019年4月1日付で次のとおり担当等力咳更となりました。

代表取締役

(常務執行役員)

■

柴田 周
経営戦略本部長

関連事業関係担当

.=
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重要な兼職の状況

鶴マテリアルファイナンス

取締役社長

,
.



(ご参考)執行役員の状況(2019年4月1日現在)

副社長執行役員

'

専務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

常務執行役員

執行役員高

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

徹執行役員

注:、の執行役員は、取締役を兼務しております。

社長補佐
技術統括本部長

高機能製品カンパニープレジデント

新規事業関係担当

セメント事業カンパニープレジデント

経営戦略本部長
関連事業関係担当

加工事業カンパニープレジデント

人事・総務本部長

ガバナンス統括本部長

金属事業カンパニープレジデント

三菱電線工業樹取締役社長
高機能製品カンパニーバイスプンジデント

技術統括本部副本部長

技術統括本部副本部長

加工事業カンパニーパ'イスプレジデント

三菱マテリアルSEA社取締役社長

環境・エネルギー事業本部長

技術統括本部生産技術部長

経営戦略本部法務部長

セメント事業カンパニ{パ'イスプレジデント

高機能製品カンパニー電子材料事業部長

経営戦略本部経営企画部長

高機能製品カンパニーバイスプレジデント

金属事業カンパニーバイスプレジデント

中央研究所長

経営戦略本部経理・財務部長

ガバナンス統括本部副本部長

人事・総務本部人事部長

加工事業カンパニーパ'イスプレジデント

担
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事業報告

(2)責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第1項の定めにより、定款において、取締役(業務執行取締役等で

ある者を除く。)及ぴ監査役との間で損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結することが

できる旨の規定を設けております。当該規定に基づき、当社は、社外取締役全員及ぴ監査役全

員との間で、責任限定契約を締結しておりますが、その内容の概要は、次のとおりであります。

①取締役(業務執行取締役等である者を除く。)との責任限定契約

会社法第423条第1項の責任について、取締役(業務執行取締役等である者を除く。)が職

務を行うに当たり善意でかつ重大な過失がないときは、会社法第425条第1項に定める最低責

任限度額を限度として損害賠償責任を負うものとし、その損害賠償責任額を超える部分につい

ては、当社は、当該取締役を免責する。

②監査役との責任限定契約

会社法第423条第1項の責任について、監査役が職務を行うに当たり善意でかつ重大な過失

がないときは、会社法第425条第1項に定める最低責任限度額を限度として損害賠償責任を負

うものとし、その損害賠償責任額を超える部分については、当社は、当該監査役を免責する。

2018年4月1臼から2019年3月31日まで
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(3)

報酬等の種類別の総額(百万円)報酬等の総額
区分役 員 支給人員(名)却(百万円) 基本報酬海 賞 」手注5

締
ノノ1,

取 413 注2 318 12
94

(うち社外取締役) (56) (56) (4)

査 役 133 注3 133 6

'ち社外監査役) (61) (61) (4)

注1:支給人員には、当事業年度中に退任した取締役3名及ぴ監査役1名を含んでおります。当事業年度末日現在の取締役は9名、 監査役は5名
であります。

注2:取締役の報酬額は、 2016年6月29日開催の第91回定時株主総会において、使用人兼務取締役に対する使用人分給与を除き月額49百万円以
内(うち社外取締役月額6百万円以内)とご決議をいただいております。

注3:監査役の報酬額は、 2007年6月28日開催の第82回定時株主総会において、月額17百万円以内とご決議をいただいております。
注4:取締役の基本報酬のうち、株式取得型報酬は28百万円であります。

注5:取締役の賞与額は、 2006年6月29日開催の第81回定時株主総会において、社外取締役以外の取締役に対し年額1億70百万円以内とご決議
をいただいております。

締役及ぴ監査役の報酬等の額

(4)役員報酬等の決定に関する方針

①取締役及ぴ役付執行役員

当社取締役及ぴ役付執行役員の報酬は、企業業績と個人の成果を適正に連動させることを基

本方針とし、外部専門家の助言を受けた客観性の高い制度設計を行い、取締役会で承認された

内規に基づいて支給しており、定額報酬である基本報酬と業績連動型報酬である賞与で構成し

ております。

基本報酬は、役位及ぴ個人の成果に応じて、報酬額を決定しております。また、基本報酬の

一部は、株式取得型報酬(社外取締役を除く。)として、毎月一定額が当社役員持株会を通じ

た当社株式の購入費用に充てられます。本報酬に基づき取得した当社株式は、少なくとも在任

期間中は売却できないこととしております。これにより、報酬と中長期的な企業業績との連動

を図っております。

次に、賞与は、短期的な企業業績に連動する報酬として、当該事業年度の親会社株主に帰属

する当期純利益及ぴ連結経常利益を指標とし、事業年度の終了後、個人の成果も踏まえ、決定

しております。なお、賞与は、経営状況や賞与支給の対象となる事業年度の配当額等により、

不支給も含めて減額できるものとしております。

社外取締役の報酬は、社外の独立した客観的な立場から取締役の職務執行の妥当性ILついて

監督を行う役割を担うことから、定額報酬のみとし、その金額は、取締役会で承認された内規

に基づき、個別の事情を踏まえて決定しております。
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事業報告

②監査役

監査役の報酬は、監査役が株主の負託を受けた独立機関として取締役の職務執行に対する監

査の職責を負っていることから、企業業績とは連動させず、監査役の協議に基づく適切な水準

の報酬としております。

2018年4月1日から2019年3月31日まで

(5)社外役員の主な活動状況

区分

当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、必要に応じ、グ

社外取締役得能摩利子口ーバルな視点での企業戦略及ぴ経営全般に関する見識を有する取
締役としての発言を行っております。

当事業年度開催の取締役会17回の全てに出席し、必要に応じ、国

社外取締役渡辺博史内外の金融・経済及ぴ経営全般に関する見識を有する取締役として
の発言を行っております。

2018年6月22日の就任後、当事業年度開催の取締役会13回の全

社外取締役杉 光てに出席し、必要に応じ、グローバルな視点での企業戦略及ぴ経営

全般に関する見識を有する取締役としての発言を行っております。

当事業年度開催の取締役会17回及ぴ監査役会17回の全てに出席し、

社外監査役佐藤弘志必要に応じ、財務・会計及ぴ経営全般に関する見識を有する監査役
としての発言を行っております。

当事業年度開催の取締役会17回中16回及ぴ監査役会17回中16回
6丘 井直人に出席し、必要に応じ、弁護士としての豊富な経験と経営全般に関社外監査役 」"ー

する見識を有する監査役としての発言を行っております。

2018年6月22日の就任後、当事業年度開催の取締役会13回の全

て及ぴ監査役会14回の全てに出席し、必要に応じ、財務・会計及
林社外監査役若 雄辰

ぴ経営全般に関する見識を有する監査役としての発言を行っており
ます。

注1:取締役会の開催回数については、上記のほか、会社法第370条及ぴ当社定款第27条第3項の規定に基づき、取締役会決議があったものとみ
なす害面決議が1回、会社法第372条第1項の規定に基づく取締役及ぴ監査役への通知が1回ありました。

注2:得能摩利子、渡辺博史、佐蕨弘志、笠井直人の各氏が当社の社外取締役または社外監査役として在任中、当社の連結子会社である三菱電線
工業働、三菱伸銅閥、三菱アルミニウム働、立花金属工業閥及ぴ閥ダイヤメットにおいて、データの書き換え等の不適切な行為によりお客
様の規格値または社内仕様値を逸脱した製品を出荷した事案が判明しました。また、当社直島製錬所において銅スラグ骨材の」1S認証の取消
し処分を受けました。

各氏は、各事案か判明するまで、各事案を認識しておりませんでしたが、日頃から当社取締役会等においてガバナンス体制強化の視点に立っ
た発言を行っておりました。各事案の判明後は、事実関係の調査、原因の究明及ぴ再発防止策についての提言を行いました。当社グループ
のガバナンス体制強化策等の策定後は、その進捗状況を監督するとともに、課題等について取締役会に必要な助言・提言を行うなど、ガバ
ナンス体制の更なる強化に努めております。
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'会計叱に関する事項

(1)会計監査人の称有限責任あずさ監査法人

(2)報酬等の額

①当社が支払うべき会計監査人としての報酬等の額

②当社及ぴ当社子会社が支払うべき金銭その他の財産上
435百万円

の利益の合計額(上記①を含む)

当社は、会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査に対する報酬等の額と金融商品取引法に基づく監査に対する報酬等の額を
区分しておらず、実質的にも区分できないため、この金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めております。また、この金額に
ついて、監査役会は、報酬の算出根拠、従前の事業年度における当該会計監査人の職務執行状況、取締役その他社内関係部署の意見等に鑑み、
相当と判断し、同意しております。

当社の重要な子会社のうち、インドネシア・カパー・スメルティング社、/V獻Cカッパープロダクツ社、 MCCデベロップメント社、米国三
菱セメント社、ロバートソン・レディ・ミックス社は、有限責任あずさ監査法人以外の監査法人(外国におけるこれらの資格に相当する資
格を有する者を含む)の計算関係害類(これに相当するものを含む)の監査(会社法及び金融商品取引法〔これらの法律に相当する外国の
法令等を含む〕の規定によるものに限る)を受けております。

注1

注2

!i ,

(3)非監査業務の内六

当社は、会計監査人に対して、公認会計士法第2条第1項の業務以外の業務(非監査業務)

である「コンサルティング業務」等を委託しております。

(4)会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査役会は、会社法第340条に定める監査役会による会計監査人の解任のほか、原則と

して、会計監査人が職務を適切に遂行することが困難と認められる場合には、会計監査人の解

任または不再任に関する議案を決定し、当社取締役会は、当該決定に基づき当該議案を株主総

会に提案いたします。

金 額

153百万円
注1
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事業報告

業務の適正を確保するための制及ぴ当該体制の運用状j兄

2018年4月1日から2019年3月31日まで

基針

当社取締役会が、業務の適正を確保するため
の体制の整備に関する基本方針として決議して
いる内容は、次のとおりであります。

なお、当社は、本年6月の定時株主総会にお
ける承認を前提として指名委員会等設置会社へ
移行することとしており、基本方針についても
適切な見直しを行い、業務の適正を確保するた
めの新たな体制を整備する予定であります。

(1)取締役及ぴ使用人の職務の執行が法令
及ぴ定款に適合することを確保するため
の体制

①コンプライアンスをはじめとする取締役及ぴ
使用人が遵守すべき企業理念、価値観、行動
規範及ぴビジョン(総称して、以下「企業理
念等」という。)・社内規程を定め、企業倫理
とコンプライアンス体制を確立する。
②職務執行については、法令、定款及ぴ社内規
程等に基づき、取締役会、経営会議その他の
会議体等により決定する。また、一定の重要

事項については、法務担当部署及ぴ関係部署
による事前審査を行う。

③取締役会において、コンプライアンスー般に
関する方針・計画等を決定する。また、取締
役または役付執行役員の中から、コンプライ
アンスに関する事項を分掌する役員を任命す
るほか、 CSR (企業の社会的責任)に関する
委員会及ぴコンプライアンス担当部署を設置
し、全社横断的なコンプライアンス推進活動
(社内教育を含む。)を行う。
④コンプライアンス上の問題がある事項に関す
る通報窓口を設置する。

⑤内部監査担当部署により、各部署におけるコ
ンプライアンスの状況に関して定期的な監査
を1子う。

⑥企業理念等に則り、反社会的勢力とは一切関
わりを持たず毅然とした態度で対応するとい
う方針のもと、社内体制を整備して適切な対

応を行う。

(2)取締役の職務の執行に係る情報の{存
ぴ管理に関する体制

取締役会及ぴ経営会議の議事録その他重要情
報については、法令、定款及ぴ社内規程等に基
づき、適切な保存・管理を行う。

(3)損の危険の管理に関する規程その他の
体制

①重要事項については、法令、定款及ぴ社内規
程等に基づき、取締役会及ぴ経営会議その他
の当該案件の決定機関において厳正な審査を
行う。また、社内規程等に基づき、重要事項
{こついては、法務担当部署その他の関係部署
1こおいて事前審査を行い、りスクの把握及ぴ
顕在化防止に努める。

②取締役会において、りスク管理一般に関する
社内規程、方針・計画等を決定する。また、
取締役または役付執行役員の中から、りスク

管理に関する事項を分掌する役員を任命する
ほか、 CSRに関する委員会及ぴりスク管理担
当部署を設置し、全社横断的なりスク管理推
進活動を行う。

③金融取引りスク、信用取引りスク、情報漏洩
リスク等、個別のりスクについては、それぞ

れ社内規程等を定め、適切な管理を行う。
④労働災害については、法令等に基づき適切な
管理を行う。

⑤大規模な事故、自然災害、テロ等による損害
の防止を目的とした連絡体制の構築及ぴ対応
組織の設置を行う。
⑥内部監査担当部署により、各部署におけるり
スク管理の状況に関して定期的な監査を行う。

(4)取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制

①各取締役について、合理的な職務分掌を定め
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るとともに、執行役員制度に基づき執行役員
に取締役の職務執行を補助させる。また、社
内規程等により、各機関、各部署の職務分掌
及ぴ権限を定める。
②経営計画を決定の上、その達成に向けて、各

部署に対して経営資源・権限の適切な配分を
行うとともに、具体的な計画を策定させる。
また、取締役は各部署における計画の進捗状

況を適宜確認し、必要に応じた措置を講じる。
③内部監査担当部署により、各部署の職務執行
の効率性に関して定期的な監査を行う。

(5)当社及ぴ子会社から成る企業集団におけ
る務の適正を確保するための体制

①当社グループに共通に適用される企業理念等
及ぴ社内規程等に基づき、コンプライアンス
及ぴりスク管理に関して子会社も含めた当社
グループとしての活動・対応を推進すること
などを通じて、企業倫理の確立並ぴにコンプ
ライアンス体制及ぴりスク管理体制(社内教
育体制を含む。)の構築を図る。
②各子会社について、当社内の対応窓口部署を
定め、当該部署が子会社と一定の重要事項に
ついて協議、情報交換等を行うことを通じて、
子会社ひいては当社グループ全体における経
営の健全性、効率性等の向上を図る。
③財務報告に係る内部統制に関する諸規程を整
備するとともに、評価の仕組を確立して、当
社グループの財務報告の適正性を確保するた
めの体制を構築する。

④上記①、②及ぴ③に加え、当社内部監査担当
部署により、子会社のコンプライアンス、リ
スク管理及ぴ経営の効率性等について、定期
的な監査を行う。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を
置く」とを求めた場合における当該使用
人に関する事項、当該使用人の取締役か
らの独立性に関する事頂及ぴ監査役の当
該使用人に対する指示の実効性の確保に
関する事項

監査役の業務を補助する部署を設置の上、専

任者を配置する。また、同部署所属員の人事に
関する事項のうち、異動については監査役会の
同意を取得し、査定・評価については監査役会
と協議を行う。

(フ)監査役への報告に関する制及ぴ報告を
した者が当該報告をした」とを理由とし
て不利益な取扱いを受けない」とを確
するための体制

①取締役及ぴ使用人は、その分掌する業務にお
いて会社に著しい損害を及ぽすおそれのある
事実があることを発見した場合及ぴその他会
社に重大な影響を与える事実が認められる場
合には、法令その他社内規程に定める方法等
により、速やかに監査役または監査役会に適
切な報告を行う。また、監査役から業務に関
する報告を求められた場合も同様とする。

②当社及ぴ子会社の取締役及ぴ使用人等から、
コンプライアンス上の問題がある事項に関す
る通報窓口に通報があった場合には、通報窓
口担当部署は、原則として当該通報の内容を
監査役に報告する。

③当社内部監査担当部署は、当社及ぴ子会社の
取締役及ぴ使用人等から聴取した内容及ぴ監
査結果のうち、重要な事項を監査役に報告する。
④監査役及ぴ監査役会への報告をした者(他の
者を介して間接的に報告をした者を含む。)
に対して、当該報告をしたことを理由として

不利益な取扱いをすることを禁止し、その旨
を当社及ぴ子会社において周知する。

(8)監査役の職務の執行について生ずる費用
または債務の処理に関する方針に関する
事項

監査役の監査に必要な費用等について予算措
置を講じるとともに、それらについて監査役か
ら請求があった場合は、所定の手続に従い、
やかに支払う。

(9)その他監査役の監査が実効的に行われ
ことを確イするための体制
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事業報告

①監査役と代表取締役との間において、定期的
に及ぴ必要あると認める場合は随時意見を交
換する。

②監査役に、取締役会のほか、重要な会議に出
席する機会を設ける。

運用掬兄の概要

業務の適正を確保するための体制の運用とし
て実施している主要な取り組みは、次のとおり
であります。なお、 12~13頁に記載のとおり、
品質管理を含むグループガバナンス体制強化の
ための施策を策定し、順次実行しております。

(1)コンプライアンスに関するり組み

①法令を遵守し、社会的良識に従った健全な企
業活動を行うことを樞った企業理念等を当社

及ぴ子会社が共有し、当社グループ全体でそ
の周知徹底を図っております。

②CSRに関する規程に基づき、 CSR担当部署を
事務局とする「CSR委員会」を定期的に開催
し、コンプライアンス活動全般についての年
度方針・計画を審議するほか、当社グループ
のコンプライアンスに関する状況や内部通報
窓口へなされた通報について共有・評価等を
行っております。また、当社と子会社が連携
し、当社グループが一体となってCSR教育や
コンプライアンス上の課題への取り組みを
行っております。

③品質については、当社グループ全体に適用さ
れる規定、指針等を定め、品質管理体制の構
築など適切な管理に努めております。

(2)りスク管理に関する取り組み

①りスクマネジメントの全社方針と年間計画を
策定し、「csR委員会」、「ガバナンス審議会」
にて審議し、経営会議にて決議の上、取締役
会等に報告しております。当社及ぴ子会社は、
全社方針に従いりスク低減に取り組むべきり

スクを特定した上で、適切な対策を講じてお
ります。

②労働災害については、「ゼロ災労使連絡会」
「グループ安全会議」等の開催を通じて、

2018年4月1日から2019年3月31日まで

管理すべき重点事項の決定、法令改正情報の
共有等を行い、適切な対応に努めております。
③大規模な事故、自然災害、テロ等については、
これらが発生した際の行動基準やBCP (事業
継続計画)等を定めているほか、rcsR委員
会」及ぴ「危機管理部会」を開催し、平常時
及ぴ危機発生時において、損害の拡大防止に
努めております。

(3)経営の健全性効率性向上に関する取り
組み

①中期経営戦略及ぴ年度予算を策定し、各部門
1こ経営資源・権限の適切な配分を行った上で、

重要な業務執行の状況については取締役会等
に報告しております。

②常務執行役員以上の役員の担当業務並ぴに各
部署等の担当業務及ぴ権限を明確に定めるこ
となどにより、意思決定と業務執行の適正
ヒ・迅速化を図っております。

③各子会社について、当社内の担当窓口部署を
定め、重要な投資案件やコンプライアンスに
係わる問題等について報告を受け、協議、情
報交換等を行っております。

(4)内部監査に関する取り組み

経営監査部は、年度監査計画に基づき、社内
各部署及ぴ子会社のコンプライアンス、りスク
管理及ぴ経営の効率性等について定期的な監査
を行い、監査結果を取締役会等に報告しており
ます。

MITSUBISHIMATERIALSCORPORATION

(5)監査役監査に関する取り組み

①監査役は、取締役会及ぴ経営会議等の重要会
議への出席、事業所等の往査、代表取締役と
の間の意見交換を行っております。
②内部監査の結果及ぴ内部通報窓口へなされた
通報について、担当部署から監査役に対して
定期的に報告しております。

③監査役室には専任者を配置するとともに、同
部署所属員の異動や評価にあたっては、監査
役からの意見聴取等を行い、監査役の監査の
実効性を高めております。



(ご参考)コーポレート・ガバナンスの状況

<基本的な考え方>
当社は、企業理念(「人と社会と地球のために」)等に則り、公正な事業活動を通じた会社の持続的
発展と企業価値の最大化に努めております。この目的のため、効率的で透明性のある経営を行うこと
が重要であると認識し、ニーポレート・ガバナンスの充実に向けた諸施策を実施しております。

<グループガバナンス体制強化の推進体制>
当社連結子会社において検査記録データの書き換え等の不適切な行為により、顧客の規格値または
社内仕様値を逸脱した製品等を出荷した事案を受けて、このような事態を再ぴ繰り返すことがないよ
う、当該事案が発生した子会社は再発防止策(以下「本再発防止策」といいます。)を、当社は品質管
理を含むグループガバナンス体制の強化策信羊細12~13頁ご参照、以下「本強化策」といいます。)
を、それぞれ策定・公表し、順次実行しております。
当社は、 2018年4月1日付で、本再発防止策及ぴ本強化策の着実な実行とその状況確認を行うた
めの部門横断的な組織として「グループガバナンス強化推進本部」、本強化策を含むガバナンス項目に
関する事業部門の年度の方針・計画を審議する会議体として「ガバナンス審議会」及ぴガバナンス関
係事項の管理・支援機能を担う「ガバナンス統括本部(安全・環境部、 CSR部、品質管理部、経営監
査部を所管)」をそれぞれ新設いたしました。
また、本強化策等の進捗・成果・運営などについて、会社の業務執行より独立した立場から進捗状
況を監督するとともに、課題等について取締役会に必要な助言・提言を行うことを目的として、
2018年5月10日付で社外取締役及ぴ社外専門家による「ガバナンス強化策モニタリング委員会」を
設置いたしました。
更に、当社取締役及ぴ執行役員の選解任並ぴにその報酬に関する取締役会の判断の透明性及ぴ客観
性を担保するため、 2018年6月22日付で社外取締役が過半数を占める「指名・報酬委員会」を設置
いたしました。

なお、これらの機関を含む当社経営における意思決定・監督、業務執行及ぴ監査に関するコーポ
レート・ガバナンスの体制は次図〔コーポレート・ガバナンス体制の概要〕のとおりであります。

〔コーボレート・ガバナンス体制の概要〕

C 指名・報酬委員会
5名(うち社外3名)

ガバナンス強化策

モニタリング委員会
社外取締役3名及ぴ社外専門家1名

諮問

牲申

報告

業務執行

選任

株主総会

取締役会
9名(うち社外3名)

助言

提一

経営会議

重要案件の審議

指示報告

指示報告

事業部門(カンパニー等)

直轄事業所/子会社

・1
監査

選定

監査役(会)
5名(うち社外3名)

取締役社長

執行役員

報告監査

支援、内部監査

く二=ニニ=ニ^
にニニ=ニニ^

報告

・1
連携

CSR委員会

ガバナンス審議会

グループガバナンス強化推進本部

会計監査人
会計監査

監査

コーポレート部門
経宮戦略本部
ガバナンス紐括本部
技術統括本部
人事・総務本部
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事業報告

会社の支配に関する基本方針

2018年4月1日から2019年3月31日まで

(1)会社の財務及ぴ事業の方針の決定を支配す
る者の在り方に関する基本方針の内容の概要

当社の支配権は、原則として当社株式の市場での自由

な取引によリ決定されるべきものであり、株式の大規模

買付等(下記(3)②(イ)において定義されます。以下同

じとします。)の提案に応じるか否かのご判断についても、

原則として、個々の株主の皆様の自由なご意思が尊重さ

れるべきであると考えております。

しかしながら、株式の大規模買付等の中には、企業価

値・株主共同の利益、ひいては中長期的な株主価値(以

下、単に「中長期的な株主価値」といいます。)を著し

く損なう可能性のあるものや株主の皆様に株式の売却を

事実上強要するおそれのあるものなど、当社の中長期的

な株主価値に資さないものも想定されます。また、当社

は、当社株式の大規模買付等を行う者が、当社を取り巻

く経営環境を正しく認識し、当社の企業価値の源泉を理

解した上で、これを中長期的に確保し、向上させなけれ

ぱ、当社の中長期的な株主価値は殿損される可能性があ

ると考えております。

更に、株主の皆様の投資行動の自由をできる限り尊重

すべきであることは言うまでもありませんが、当社とし

ては、現在のわが国の公開買付制度は、株主の皆様がー

定の大規模買付等に応じるか否かをご判断されるために

必要な情報を取得し、検討するための時間と手続が必ず

しも十分ではなく、中長期的な株主価値が害される可能

性もあると考えております。

以上のことから、当社は、上記のような当社の中長期

的な株主価値を殿損する可能性のある大規模買付等を行

う者は、当社の財務及ぴ事業の方針の決定を支配する者

としては適切ではないものと考えております。このため、

当社は、当社の中長期的な株主価値に反する大規模買付

等を抑止するため、当社株式の大規模買付等が行われる

場合に、不適切な大規模買付等でないかを株主の皆様が

ご判断するために必要な情報や時間を確保したり、株主

の皆様のために買付者と交渉等を行ったりするための枠

組みが必要であると考えております。

(2)基方針の実現に資する特別な取り組みの
内容の概要

当社は、当社の淵源である金属・石炭の鉱山事業で

培った技術等をもとに様々な分野において事業を展開し

てきました。その結果、現在では、高機能製品、加工、

金属、セメント等の事業を行う複合事業集団となってお

ります。また、当社は、様々な事業活動を通して社会に

貢献することを企業理念の基本とし、これまで、総合素

材メーカーとして、人々が生活する上で欠くことのでき

ない基礎素材を世の中に供給してきました。更に、環境

負荷の低減や循環型社会システム構築への貢献を目指し、

豊かな社会をつくるために不断の努力を行ってまいりま

した。当社は、事業活動の発展はもとより、社会との共

生も図りながら、株主、従業員、顧客、地域社会、サプ

ライヤーその他多数の関係先を含むステークホルダーの

皆様から更なる信頼を得ることにより、中長期的な株主

価値の確保・向上に努めてまいりたいと考えております。

このようななかにあって、当社グループは、10年後を

見据えた長期経営方針において、中長期の目標(目指す

姿)を「国内外の主要マーケットにおけるりーディング

カンパニー」、「高い収益性・効率性の実現」及ぴ「市場

成長率を上回る成長の実現」とし、その達成に向けた全

社方針を「事業ポートフォリオの最適化」、「事業競争力

の徹底追求」及ぴ「新製品・新事業の創出」としており

ます。今後は、 2017年度から2019年度までを対象とし

た「中期経営戦略」に基づき、企業価値の向上に向けて、

全社方針を推進するとともに、「イノベーションによる

成長の実現」、「循環型社会の構築を通じた価値の創造」、

「成長投資を通じた市場プレゼンスの拡大」及ぴ「継続

的な改善を通じた効率化の追求」を重点戦略とし、具体

的諸施策を実施してまいります。
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(3)基本方針に照らして不適切な者によって当社
の財務及ぴ事業の方針の決定が支配される
しとを防止するための取り組みの概要

当社は、上記(2)記載の企業理念と諸施策のもと、 今

後も当社の中長期的な株主価値の最大化を追求してまい

りますが、その一方で、上記(1)記載のような当社の中

長期的な株主価値を殿損する可能性がある大規模買付等

が行われる可能性も否定できないと考えております。そ

こで、当社は、 2016年5月12日開催の当社取締役会に

おいて、「当社株式の大量取得行為に関する対応策(買

収防衛策)」を従前のものから一部改定した上で更新す

ること(改定後の対応策を以下「新対応策」といいま

す。)を決議し、同年6月29日開催の当社第91回定時株

主総会において、株主の皆様のご承認をいただきました。

新対応策の概要は、次のとおりであります。なお、新

対応策の詳細につきましては、 2016年5月12日付のプ

ンスリリース「当社株式の大量取得行為に関する対応策

(買収防衛策)の更新について」において公表しており

ますので、以下の当社ホームページをご参照下さい。

http:/ノ'VVVVVV.mmc.CO.jp/C0ゆorate/ja/nevvs/

Press/2016/16-0512b.pdf

0

新対応策に定められる手続に従わなけれぱならないも

のといたします。

a.当社が発行者である株券等について、保有者

の株券等保有割合が20%以上となる買付け

b.当社が発行者である株券等について、公開買

付けに係る株券等の株券等所有割合及ぴその

特別関係者の株券等所有割合の合計が20%以

上となる公開買付け

(ロ)意向表明書の当社への事前提出

買付者等には、大規模買付等の実行に先立ち、当社

取締役会に対して、新対応策に定める手続を遵守する

旨の誓約文言等を日本語で記載した書面(以下「意向

表明書」といいます。)を提出していただきます。

(ハ)情報の提供

意向表明書をご提出いただいた場合には、当社は、

買付者等に対して、当初提出していただくべき情報を

記載した「情報りスト」を発送いたします。買付者等

には、かかる「情報りスト」に従って十分な情報を当

社に提出していただきます。

また、上記の「情報りスト」の発送後60日問を、当

社取締役会が買付者等に対して情報の提供を要請し、

買付者等が情報の提供を行う期間(以下「情報提供要

請期問」といいます。)として設定し、情報提供要請

期間が満了した場合には、直ちに取締役会評価期間

(下記(ホ)において定義されます。以下同じとしま

す。)を開始するものといたします。ただし、買付者

等から合理的な理由に基づく延長要請があった場合に

は、情報提供要請期間を必要に応じて最長30日間延長

することができるものといたします。他方、当社取締

役会は、買付者等から提供された情報が十分であると

判断する場合には、情報提供要請期間満了前であって

も、直ちに買付者等に情報提供完了通知(下記(ニ)

において定義されます。以下同じとします。)を行い、

取締役会評価期問を開始するものといたします。

(ニン清報の開示

当社は、買付者等から大規模買付等の提案がなされ

た事実とその概要を開示いたします。また、株主の皆

様のご判断に必要であると認められる情報がある場合

には、適切と判断する時点で開示いたします。

また、当社は、買付者等による情報の提供が十分に

①新対応策の基本方針

当社は、中長期的な株主価値の確保・向上を目的とし

て、当社株式の大規模買付等を行い、または行おうとす

る者に対し、遵守すべき手続を設定し、これらの者が遵

守すべき手続があること、及ぴ、これらの者に対してー

定の場合には当社が対抗措置を発動することがあり得る

ことを事前に警告すること、並ぴに、一定の場合には当

社が対抗措置を実際に発動することをもって当社株式の

大量取得行為に関する対応策(買収防衛策)といたします。

②新対応策の内容

(イ)対象となる大規模買付等

新対応策は、以下のa.またはb.に該当する当社

株券等の買付けまたはこれに類似する行為(以下「大

規模買付等」といいます。)がなされる場合を適用対

象といたします。大規模買付等を行い、または行おう

とする者(以下「買付者等」といいます。)は、予め
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事業報告

なされたと当社取締役会が認めた場合には、速やかに

その旨を買付者等に通知(以下「情報提供完了通知」

といいます。)するとともに、その旨を開示いたします。

(ホ)取締役会評価期間の設定

当社取締役会は、情報提供完了通知を行った後また

は情報提供要請期間が満了した後、大規模買付等の評

価・検討を開始いたします。当社取締役会による評価、

検討、交渉、意見形成及ぴ代替案立案のための期間

(以下「取締役会評価期間」といいます。)は、大規模

買付等の態様に応じて最長60日間または最長90日間

といたします。

ただし、取締役会評価期間は当社取締役会が必要と

認める場合または独立委員会の勧告を受けた場合には

最長30日間延長できるものといたします。

(ヘ)独立委員会に対する諮問

新対応策においては、対抗措置の発動等に当たって、

当社取締役会の窓意的判断を排除するため、当社の業

務執行を行う経営陣から独立した者のみから構成され

る独立委員会を設置しております。

当社取締役会は、買付者等が新対応策に定める手続

を遵守しなかった場合、または買付者等による大規模

買付等が当社の中長期的な株主価値を著しく損なうも

のであると認められる場合であって、対抗措置を発動

することが相当であると判断する場合には、対抗措置

の発動の是非について、独立委員会に対して諮問する

ものといたします。

(ト)対抗措置の発動1こ関する独立委員会の勧告

独立委員会は、当社取締役会から対抗措置の発動の

是非に関する諮問があった場合には、当社取締役会に

対して、対抗措置の発動の是非に関する勧告を行うも

のといたします。

(チ)取締役会の決議

当社取締役会は、上記(ト)の独立委員会の勧告を最

大限尊重し、対抗措置の発動に関する決議を行うもの

といたします。

(り)株主意思確認総会の開催

当社取締役会は、以下の場合には、株主総会の開催

が著しく困難な場合を除き、株主総会を開催し、対抗

措置の発動に関する議案を付議するものといたします

(かかる株主総会を以下「株主意思確認総会」といい

2018年4月1日から2019年3月31日まで

a.独立委員会が対抗措置の発動についての勧告

を行うに際して、対抗措置の発動に関し株主

総会の承認を予め得るべき旨の留保を付した

場合

b.当社取締役会が、株主の皆様のご意思を確認

することが相当であると判断した場合

当社取締役会は、株主意思確認総会の決議に従って、

対抗措置の発動に関する決議を行うものといたします。

(ヌ)大規模買付等の開始時期

買付者等は、当社取締役会が株主意思確認総会を招

集することを決定した場合には、当社取締役会が株主

意思確認総会の決議に基づく対抗措置不発動の決議を

行うまでは、大規模買付等を開始することはできない

ものといたします。また、株主意思確認総会が招集さ

れない場合においては、取締役会評価期問の経過後に

のみ大規模買付等を開始することができるものといた

します。

Uレ)対抗措置の中止または撤回

当社取締役会は、対抗措置の発動を決議した場合で

あっても、以下の場合には、当該対抗措置の中止また

は撤回について、独立委員会に諮問するものといたし

ます。

a.買付者等が大規模買付等を中止もしくは撤回

した場合

b.当該対抗措置を発動するか否かの判断の前提

となった事実関係等に変動が生じ、かつ、当

社の中長期的な株主価値の確保・向上という

観点から、当該対抗措置を維持することが相

当でないと考えられる状況に至った場合

当社取締役会は、独立委員会の勧告を最大限尊重し、

当該対抗措置を維持することが相当でないと判断する

に至った場合には、当該対抗措置の中止または撤回を

決議いたします。

(ヲ)新対応策における対抗措置の具体的内容

新対応策に基づいて発動する対抗措置は、原則とし

て新株予約権の無償割当てといたします。

当該新株予約権は、割当て期日における当社の株主

に対し、その所有する当社普通株式1株につき1個の

割合で割り当てられます。また、当該新株予約権には、

0
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買付者等別途定める要件IL該当する非適格者は行使す

ることができないという行使条件のほか、当社が非適

格者以外の者が所有する新株予約権を取得し、これと

引き替えに新株予約権1個につき1株の当社普通株式

を交付することができる旨の取得条件等が付されるこ

とが予定されております。

(ワ)新対応策の有効期問、廃止及ぴ変更

新対応策の有効期問は、 2019年6月開催予定の当

社第94回定時株主総会終結の時までといたします。

なお、かかる有効期問の満了前であっても、以下の

場合には、新対応策はその時点で廃止されるものとい

たします。

a.当社の株主総会において新対応策を廃止する

旨の議案が承認された場合

b.当社の取締役会において新対応策を廃止する

旨の決議が行われた場合

また、当社は、法令等の改正に伴うもの等の形式的

な事項について、基本方針に反しない範囲で、新対応

策を変更する場合があります。

上記(3)の取り組みは、十分な情報の提供と十分な検

討等の期間の確保の要請に応じない買付者等、及ぴ当社

の中長期的な株主価値を著しく損なう大規模買付等を行

おうとする買付者等に対して対抗措置を発動できること

とすることで、これらの買付者等による大規模買付等を

防止するものであり、上記(1)の基本方針に照らして不

適切な者によって当社の財務及ぴ事業の方針の決定が支

配されることを防止するための取り組みであります。ま

た、上記(3)の取り組みは、当社の中長期的な株主価値

を確保・向上させることを目的として、買付者等に対し

て、当該買付者等が実施しようとする大規模買付等に関

する必要な情報の事前の提供、及ぴその内容の評価・検

討等に必要な期間の確保を求めるために実施されるもの

です。更に、上記(3)の取り組みにおいては、株主の皆

様のご意思を確認する手続の導入、独立性の高い委員に

より構成される独立委員会の設置及ぴその勧告の最大限

の尊重、合理的かつ客観的な対抗措置発動要件の設定、

株主意思確認総会の決議に基づく対抗措置の発動等の、

当社取締役会の窓意的な判断を排し、上記(3)の取り組

みの合理性及ぴ公正性を確保するための様々な制度及ぴ

手続が確保されているものであります。

従って、上記(3)の取り組みは上記(1)の基本方針に沿

うものであり、当社の株主の皆様の共同の利益を損なう

ものではなく、また、当社の役員の地位の維持を目的と

するものではないと考えております。

(4)上記(2)の取り組みが、上記(1)の基本方針
に沿い、株主の皆様の共同の利益を損なう
ものではなく、当社の役員の地位の維持を
目的とするものではないことに関する取締役
会の判断及ぴその理由

上記(2)の取り組みを通じて、当社の中長期的な株主

価値を確保・向上させ、それを当社株式の価値に適正に

反映させていくことにより、当社の中長期的な株主価値

に反する大規模買付等は困難になるものと考えられ、上

記(2)の取り組みは、上記(1)の基本方針に沿うものであ

ると考えております。

従って、上記(2)の取り組みは、当社の株主の皆様の

共同の利益を損なうものではなく、また、当社の役員の

地位の維持を目的とするものではないと考えております。

(5)上記(3)の取り組みが、上記(1)の基本方針
に沿い、株主の皆様の共同の利益を損なう
ものではなく、当社の役員の地位の維持を
目的とするものではないことに関する取締役
会の判断及ぴその理由

(ご参考)

新対応策は、 2019年6月21日に開催予定の当社第94

回定時株主総会終結の時をもって有効期問が満了いたし

ます。当社は、 2019年4月25日開催の当社取締役会に

おいて、本定時株主総会終結の時をもって新対応策を更

新せずに廃止することを決議いたしました。

本事業報告中の記載金額及ぴ株式数は、表示単位未満

の端数を切り捨てて表示しております。また、比率は、

表示桁未満の端数を四捨五入して表示しております。

以上
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連結計算書類

連結貸借対照表 2019年3月31日現在

科目

(産の部)

流動資産

現金及ぴ預金

受取手形及ぴ売掛金

商品及ぴ製品

仕掛品

原材料及ぴ貯蔵品

貸付け金地金

その他

貸倒引当金

固定資産

有形固定資産

建物及ぴ構築物

機械装置及ぴ運搬具

土地

建設仮勘定

その他

無形固定資産

のれん

その他

投資その他の資産

投資有価証券

退職給付に係る資産

繰延税金資産

その他

貸倒引当金

資産合計

0

金額

909,647

108,648

248,220

92,452

108293

134β25

99,154

120,954

△2,900

1.028,622

687,415

157,448

243β15

235,664

34,211

16,275

58,740

40,816

17,924

282,467

236,572

1,050

19,610

29,322

△4,088

1,938,270

(の部)

流動負債

支払手形及ぴ買掛金

短期借入金

コマーシャル・ペーパー

未払法人税等

賞与引当金

預り金地金

たな卸資産処分損失引当金

製品補償引当金

その他

固定負債

社債

長期借入金

関係会社事業損失引当金

製品補償引当金

環境対策引当金

繰延税金負債

再評価に係る繰延税金負債

役員退職慰労引当金

退職給付に係る負債

その他

負債合計

(純産の部)

株主資本

資本金

資本剰余金

利益剰余金

自己株式

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

繰延へッジ損益

土地再評価差額金

為替換算調整勘定

退職給付に係る調整累計額

非支配株主持分

純資産合計

負債純資産合計

0

科目

(単位:百万円)

金額

728,011

147,566

180,100

5,000

7β69

12β72

253918

624

1,435

118,623

486,921

50,000

259,667

805

1,040

40.427

25,616

24.097

1.623

50,003

33,639

1214,933

注:記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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562,659

119,457

92,393

352,932

△2,123

70,922

51,220

124

33,023

△5β28

△7,617

89,754

723,337

1,938,270



連糸吉子員宝壹言十^^ 2018年4月1日から2019年3月31日まで

科目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及ぴ一般管理費

営業利益

営業外収益

受取利息

受取配当金

固定資産賃貸料

持分法による投資利益

その他営業外収益

営業外費用

支払利息

鉱山残務整理費用

固定資産賃貸費用

固定資産除却損

その他営業外費用

経常利益

特別利益

固定資産売却益

投資有価証券売却益

その他特別利益

特別損失

減損損失

環境対策引当金繰入額

投資有価証券評価損

製品補償引当金繰入額

その他特別損失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及ぴ事業税

法人税等調整額

当期純利益

非支配株主に帰属する当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益

注:記金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

(単位:百万

金額

1,662,990

1,469,911

193,078

156217

36,861

32,412

1,254

19,57フ

5,123

3,594

2β61

18,593

4β55

3,382

3,043

2,435

4β76

50,679

フ,919

5,021

1,596

1301

22,253

8,440

6,630

3376

2,529

1,275

36,345

16,187

12,550

フ,606

6307

1,298
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連結計算書類

連結 主資本等変動計算書 2m8年4月旧から2m9年3月3旧まで

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金

119,457 361.43092,4222018年4月1日残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

土地再評価差額金取崩額

連結子会社増加に伴う増加額

持分法適用関連会社の減少
に伴う増加額

自己株式の取得

自己株式の処分

非支配株主との取引{こ係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計

2019年3月31日残高

3,730

3.730

89,754

△36,595

45,158

723,337

2018年4月1日残高

連結会計年度中の変動額

剰余金の配当

親会社株主に帰属する
当期純利益

土地再評価差額金取崩額

連結子会社増加に伴う増加額

持分法適用関連会社の減少
に伴う増加額

自己株式の取得

自己株式の処分

非支配株主との取引に係る
親会社の持分変動

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計

2019年3月31日残高

△11,786

1,298

48

1,940

0

自己株式

△2,089

119,457

△0

△28

その他有
価証券評
価差額金

95,487

(単位:百万円)

その他の包括利益累計額

';=益差額崟ξ"整に係る
1.068 33,071 △10,312 △8.066

株主資本合計

571,222

△29

92,393

△11,786

1,298

48

1,940

0

△36

△8,498

352,932

注:記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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△36

△34

△2,123

△44,267

△44267

51220

その他の
包括利益
累計額合計

1 1 1,249

△28

△944

△944

124

△8,562

562,659

非支配
株主持分

△48

△48

33.023

86,023 768.495

純資産
合計

4,484

4,484

△5,828

△11,786

1,298

48

1,940

0

△36

△28

448

448

△7,617

△40,326

△40,326

70.922



計算書類

貸{昔対照表 2019年3月3旧現在

科目

(資産の部)
流動資産 448,221
現金及ぴ預金 17395
受取手形 2,765
売掛金 フフ,097
商品及ぴ製品 38,088
仕掛品 41254
原材料及ぴ貯蔵品 65,358
前渡金 21,922
前払費用 739

短期貸付金 7923
未収入金 15,659
貸付け金地金 99,154
保管金地金 52,625
その他 8,657
貸倒引当金 △421

固定資産 821,535
有形固定資産 319,301
建物 57,600
構築物 33,908
機械及ぴ装置 83,308
船舶 0

車両及ぴ運搬具 132

工具器具及ぴ備品 3,356
士地 128,221
リース資産 745

建設仮勘定 10949
立木 1,078
無形固定資産 2,900
鉱業権 412

ソフトウエア 2,168
リース資産 57

その他 261

投資その他の資産 499,333
投資有価証券 165,057
関係会社株式 304,938
関係会社社債
出資金 66

関係会社出資金 2,131
長期貸付金
関係会社長期貸付金 36,531
前払年金費用 489

その他 5,157
投資損失引当金 △27

貸倒引当金 △15,022
資産合計 1.269,756
注:記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

金額

467,441
1285
32,797
94,047
5,000
270

5,102
26,939
621

2,797
13,756
207

4,215
8,683
1,169
13259
580

253,918
2,789
338,452
50,000
194,726
447

12,529
21,203
10,304
742

40,427
452

4,637
2,981
805β94

388.664
119,457
113,000
85,654
27346
158323
158323
13

158,309
△2,116
75,197
47,354
△257

28ρ99
463β62
1 269756

の

流動負債
支払手形
買掛金
短期借入金
コマーシャル・ペーパー
リース債務
未払金
未払費用
未払法人税等
月Ⅱ受金
未成工事受入金
前受収益
省与引当金
従業員預り金
設備関係支払手形
設備関係未払金
資産除去債務
預り金地金
その他
固定負債
社債
長期借入金
リース債務
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債
退職給付引当金
関係会社事業損失引当金
環境対策引当金
資産除去債務
受入保証金
その他

負債合計
(産の部)
株主資本
資本金
資本剰余金
資本準備金
その他資本剰余金
利益剰余金
その他利益剰余金
探鉱積立金
繰越利益剰余金
自己株式
評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
繰延へッジ損益
土地再評価差額金
純資産合計
負債純産合計

(単位:百万円)
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計算書類

チ員宝壹計算書 2018年4月1日から2019年3月31日まで

科目

売上高

売上原価

売上総利益

販売費及ぴ一般管理費

営業損失

営業外収益

受取利息

受取配当金

固定資産賃貸料

雑収入

営業外費用

支払利息

固定資産賃貸費用

鉱山残務整理費用

固定資産除却損

貸倒引当金繰入額

雑損失

経常利益

特別利益

投資有価証券売却益

投資損失引当金戻入額

関係会社株式売却益

固定資産売却益

特別損失

環境対策引当金繰入額

関係会社株式評価損

減損損失

その他特別損失

税引前当期純損失

法人税、住民税及ぴ事業税

法人税等調整額

当期純損失

注:。金額よ百万円未満を切り捨てて表示しております。

MITSUBISHIMATERIALSCORPORATION
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(単位:百万

金額

852β20

812,528

40,291

51,240

10,949

38,753

742

31,827

4β36

1,347

22,635

2,052

3,139

3335

2,658

9,416

2,031

5,169

1,626

1,190

235

150

50

11,511

6,630

3,142

380

1,358

4,715

140

8,713

13,568

0



株主資等変動計算書 2018年4月旧から2019年3月31日まで

2018年4月1日残高

事業年度中の変動額

任意積立金の積立

任意積立金の取崩

剰余金の配当

当期純損失

士地再評価差額金
取崩額

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事鄭度中の変動額{純割

事業年度中の変動額合計

2019年3月31日残高

資本金

資本剰余金

資本
準備金

119,457 85,654 27,346 113,000

その他
資本
剰余金

資本
剰余金
合計

株主資本

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産
圧縮探鉱繰越利益
特別勘定積立金剰余金
積立金

526

2018年4月1日残高

事業年度中の変動額

任意積立金の積立

任意積立金の取崩

剰余金の配当

当期純損失

土地再評価差額金
取崩額

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の
事禁度中の変動額(純割

事業年度中の変動額合計

2019年3月31日残高

6,761

119,457

△6,761

85,654

その他有価証券
評価差額金

90,186

(単位:^円)

△526

利益
剰余金
合計

13 176,243 183,545 △2.082 413,921

△0

27,346

△0

13

△B

△0

113,000

自己
株式

△B

フ,302

△11.786

△13,568

B3

評価・

繰延へッジ
損益

株主
資本
合計

△6,761

注:記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

換算差額等

土地再評価
差額金

28,233

△11,786

△13.568

133

△526

761

△17,933 △25221

B 158,3仭 158,323

42

△42β31

△42,831

47,354

△11,786

△13,568

133

△36

評価・換算
差額等合計

1 19,181

△36

△34 △25256

△2,116 謁8,664

△1,018

△1,018

△257

純資産
合計

△133

533.103

△133

28.099

△11,786

△13,568

133

△43,984

△43.984

75,197

△36

△43,984

△69.240

463β62
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監査報告

連結計算書類に係る会計監査人監査報告書

0

三菱マテリアル株式会社

取締役会御中

独立監査人の監査報告書

当監査法人は、会社法第444条第4項の規定に基づき、三菱マテリアル株式会社の2018年4月1日から2019年

3月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動
計算書及ぴ連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任

経営者の貴任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及ぴ運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明す

ることにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監

査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどぅかについて合理的な保証を得るために、監査

計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及ぴ開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のりスクの評価に基づいて選択及ぴ適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、りスク評

価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内

部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及ぴその適用方法並ぴに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結計算害類の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

三菱マテリアル株式会社及ぴ連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をす
べての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

0

有限責任あずさ監査法人
指定有限貴任社員 公認会計士砂毛
業務執行社員

指定有限責任社員 公認会計士」ニ
業務執行社員

指定有限責任社員
^

^

立§言忍豆§言十:L 頂]業務執行社員

2019年5月9日
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会計監査人監査報告書

三菱マテリアル株式会社

取締役会御中

有限責任あずさ監査法人
指定有限責任社員 才斤^公認会計士莎美 ⑳Cコ^
業務執行社員

指定有限責任社員 善章⑳公認会計士」ニ
業務執行社員

指定有限責任社員 浩一郎⑩公認会計士 ^
業務執行社員

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、三菱マテリアル株式会社の2018年4月1日から

2019年3月31日までの第94期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及ぴ個別注記表並ぴにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類及ぴその附属明

細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及ぴその附
属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及ぴ運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算害類及ぴその附属明細書に対す

る意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監
査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及ぴその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどぅかについて合
理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及ぴその附属明細書の金額及ぴ開示について監査証拠を入手するための手続が実施され
る。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及ぴその附属明細書の重要な虚偽表示のり
スクの評価に基づいて選択及ぴ適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは

ないが、当監査法人は、りスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及ぴ

その附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部続制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及
ぴその適用方法並ぴ1こ経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及ぴその附属明細書の表示
を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及ぴその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して、当該計算書類及ぴその附属明細書に係る期間の財産及ぴ損益の状況をすべての重要な点において適正
に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

独立監査人の監査報告書
2019年5月9日
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駄査報告

監査役会監査報告書

0

当監査役会は、 2018年4月1日から2019年3月31日までの第94期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各

監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

1.監査役及ぴ監査役会の監査の方法及ぴその内容

(1)監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及ぴ結果について報告を受けるほ

か、取締役等及ぴ会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2)各監査役は、監査役会が定めた監査役監査基準に準拠し、監査の方針、監査計画等に従い、取締役、内部監査

部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及ぴ監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査

を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及ぴ使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及ぴ主要な事業所において業務及ぴ財産の状況を調査

いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及ぴ情報の交換を図り、必

要に応じて子会社に赴き、その事業の報告を受け、調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及ぴ定款に適合することを確保するための体制その他株

式会社及ぴその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第

100条第1項及ぴ第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及ぴ当該決議に基づき整備されてい

る体制(内部統制システム)について、取締役及ぴ使用人等からその構築及ぴ運用の状況について報告を受け、

必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第3号イの基本方針及ぴ同号口の各取組みについては、取

締役会その他における審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及ぴ検証するとともに、会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131条各号に掲げる事項)を「監

査に関する品質管理基準」(2005年10月28日企業会計審議会)等に従って整備している旨の通知を受け、必

要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及ぴその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益計算書、

株主資本等変動計算害及ぴ個別注記表)及ぴその附属明細害並ぴに連結計算書類(連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結株主資本等変動計算書及ぴ連結注記表)について検討いたしました。

査報
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2.監査の結果

(1)事業報告等の監査結果

①事業報告及ぴその附属明細書は、法令及ぴ定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及ぴ取締役の職務の執行についても、指摘すべき事

項は認められません。

なお、事業報告に記載されているとおり、 2017年11月から2018年6月にかけて公表いたしました、当社グ

ループにおける過去の不適合品の出荷事案に対して、当社及ぴグループ会社では「当社グループの品質管理に

係るガバナンス体制の再構築」及ぴ「当社グループのガバナンス体制強化策」を実行しております。

監査役会では、今後も、この諸施策の進捗状況を継続的に監視及ぴ検証してまいります。

更に、子会社監査役との連携強化による情報の早期把握と対応などに努めるために「監査役監査の実効性強化

策」を実施中であります。

④事業報告に記載されている「会社の支配に関する基本方針」(会社の財務及ぴ事業の方針の決定を支配する者

の在リ方に関する基本方針)については、指摘すべき事項は認められません。事業報告に記載されている会社

法施行規則第118条第3号口の各取組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損な

うものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと認めます。

(2)計算書類及ぴその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及ぴ結果は相当であると認めます。

(3)連結計算書類の監査結果

会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及ぴ結果は相当であると認めます。

0

0
2019年5月10日

(注)常勤監査役佐藤弘志、監査役笠井直人及ぴ監査役若林辰雄は、会社法第2条第16号及ぴ会社法第335条第3項に定める社外監査役
であります。

三菱マテリアル株式会社監査役会

常勤監査役久保田 博@

常勤監査役福井総一@

常勤監査役佐藤弘志@

査役笠井直人@臣七
^

監査役若林辰雄@
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(ご参考)

ポレートベンチャーファン、の設丘

0

当社と日本材料技研株式会社(以下「日本材料技研」)の

100%子会社であるJMTCキャピタル合同会社(以下

UMTCキャピタル」)の共同出資により、材料技術を有する

ベンチャー企業を投資対象とするコーポレート・ベンチャー

ファンド「MMCイノベーション投資事業有限責任組合」(以

下「MMCファンド」)を設立いたしました。

当社は中期経営戦略において「次世代自動車、10T・AI」を

当社グループが捉えるべき重要な社会二ーズのーつと位

置付け、新製品・新事業の創出・育成を推進しております。

日本材料技研グループである」MTCキャピタルは材料

系べンチャー企業に関する豊富なネットワークとべン

チャー育成実績を有しており、同社をパートナーにファンド

を設立することで、将来的に当社と技術シナジーが期待で

きるべンチャー企業に対してより迅速かつ効果的なアプ

ローチが可能となります。

0

当社グループは、長期経営方針に基づき、今後も独自の

技術に国内外の最先端技術を融合した製品開発により、社

会に貢献してまいります。

MMCファンドの概要

ファンド名:1VNCイノベーション投資事業有限責任組合
設立日 62019年3月1日

運営会社:JMTCキャピタル合同会社

運用期間 82028年12月列日まで

ファンド規模 610億円

投資対象:次世代電池関連の材料技術、金属加工関連

の材料技術、低炭素関連のプロセス技術等

を有する国内外のべンチャー企業

ノι、日太材幹技酬怯武金赴ノ^U^-t-^罰^

1塗iJMTCキャピタ^^,^
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出資

ベンチャー
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「北米テクニカルセンター( TEC North caro{1na).をりニューアルオープン

48

0

当社加工事業カンパニーは、国内外においてテクニカル

センターを展開し、総合的なソリユーションを提供する体

制を整備しております。その一環として、2018年10月に、

北米地域の切削加エユーザーに対する技術サポート強化

を目的に、「北米テクニカルセンター(MTEC North

C引Ouna)」をイリノイ州からノースカロライナ州へ移転し

リニューアルオープンいたしました。

北米テクニカルセンターは、米国三菱マテリアル社切削

工具部門の技術サポート拠点であり、お客様や販売代理

店向けの教育研修やお客様への切削工具の技術支援及ぴ

ソリユーションを提供すべく、経験豊かな技術スタッフを配

置するほか、高性能なCNC設備*も保有しており、ユー

ザー立ち合いのもとで最適な加工条件の提案を行ってお

ります。

※CNC設備

CNCは、computerized Numerical contro【の略。工具の移動量
や移動速度などをコンピユーターによって数値で制御する機械工作設

備。

北米テクニカルセンターのりニユーアルオープンにより、

医療、航空宇宙、自動車、石油・天然ガス、エンジニアリング

といった産業分野で増え続ける、お客様の二ーズに合った

リソース・技術・ソリユーションを充実させ、引き続き米国、

カナダ、中央アメリカの市場における存在感を高めてまい

ります。

ゴヒ米テク邑カルセンター内観

当社加工事業カンパニーは、中期経営戦略における中

長期目標として「高付加価値製品、サーピス・ソリユーショ

ンを提供できるグローバルプレーヤー」を掲げております。

日本を含めて、世界に展開しているテクニカルセンターを

拠点として切削工具の利用技術支援及ぴソリユーションを

提供し、グローバルプレーヤーとしての更なる飛躍を目指

してまいります。

、ノ^

'゛

ー^^

テクニカルセンター拠点(2019年5月末時点)
f ^"T'

遍.

'含
@' 日

@,、
'、董r、'i、

0東日本テクニカルセンター(MTEcsaitama、埼玉県)

中部テクニカルセンター(MTEC Gifu、岐阜県)

@天津テクニカルセンター(MTEC Tianjin、中国)
6 北米テクニカルセンター(MTEC North carolina、米国)

@欧州テクニカルセンター(MTEc valencia、スペイン)

@東南アジアテクニカルセンター(MTEC Ban三kok、タイ)

.

4つ、"'/'ノ、,三三,
三ケ.゛ J/'ン:コ .

,④
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(ご参考)

連結主要財務指標

総資産等

17,933

総資産

18969 20,110
(億円)

19382

2016/3 2017B 2018B 2019B

純資産

キヤツシユ・フロー

営業活動によるキャッシユ・フロー
(億円)

1.401
1,186 1,155

6,450

(億円)

フ,101

2016/3 2017B 2018B 2019B

フ,684 7233

自己資本

507

2016/3 2017B 2018/3 2019/3

投資活動によるキャッシュ・フロー
(億円)

5,552

(億円)

6,212

設備投資額J廟西当却費

2016B 2017B 2018B 2019B

6β24

△299

31.0

自己資本比率

32.8

設備投資額

6,335

△265

2016B 2017B 2018/3 2019B

フリーキヤッシユ・フロー
(億円)

756

33.9

△839

(億円)

1.034

887

762
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四■

2016/3 2017B 2018B 2019/3

△862

2016B 2017/3 2018/3 2019/3

327

889

MITSUBISHIMATERIA玲CORPORATION

減価償却費

563

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3

財務活動によるキャッシユ・フロー
(億円)

※フリーキヤッシユ・フロー=
営業活動によるCF+投資活動によるCF

539

△332

567 570

(但円)

有利子負債、D/Eレシオ、ネットD/Eレシオ

2016B 2017/3 2018/3

599

有利子負債

△157

△1.204

2016/3 2017B 2018/3 2019/3

5263 5.282 5214

△110

△476

(億円)

2016/3 2017/3 2018/3 2019/3

D/Eレシオ、ネットD/Eレシオ
(倍)

4,947
D/Eレシオ

1.0

0.8

2016/3 2017/3 2018/3 2019B

0.6

ネットD/E
レシオ

0.8

0.6

0.8

0.6



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

ト
ピ
ッ
ク
ス
等

メモ欄



主メモ

事業年度 4月1日~翌年3月31日

定時株主総会6月

同総会議決権行使

株主確定日

期末配当金支払
株主確定日

中問配当金支払

株主確定日

3月31日

単元

3月31日

公

株式に関するお手続きについて

株式のご所有状況によってお手続き窓口が異なります。

お手続き、ご照会の内容 証券会社等の口座を開設されている場合

◎住所・氏名等の変更

◎単元未満株式の買取・買増請求 口座を開設されている証券会社等

◎配当金の受領方法のご指定

9月30日

式数 100株

方 法電子公告

但し、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

をすることができないときは、日本経済新聞に掲載いたします。

[掲載アドレス] http://WWW.mmc.CO.jp

株主名簿管理人三菱UFJ信託銀行株式会社

特別口座管理機関(お問合せ先)三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1

電話:0120-232・711(平日9:00-17:0の

(郵送先)〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

◎支払期間経過後の配当金に関する

L,.R:衣

◎株式事務に関する一般的なお問合せ

株式に関する

「マイナンバー制」の

」案内

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1

電話:0120-232-711

(平日9:00・17:00)

三菱UFJ信託銀行株式会社証券代行部

東京都府中市日鋼町1-1

電話:0120・232-711

(平日9:00-17:00)

マテリアル株式会

市区町村から通知されたマイナンバーは、株式の税務関係の手続きで必要となります。このため、

株主の皆様から、口座を開設されている証券会社等へマイナンバーをお届出いただく必要が
ございます。

h廿P:がWWW.mmc.CO.jp

証券会社等の口を開設されていない場合

告

Ξ


